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第 1 章 

緒論 

 
1.1 研究の背景 

宇宙機は地球に帰還する際，高速で大気圏に突入するため，機体前方に強い衝撃波が発生

する．衝撃波の発生に伴い，衝撃波背後の気体は高温となり，機体は過酷な加熱環境に曝さ

れる．この加熱から機体を守るために，熱防御設計が必要であるが，信頼性の高い設計をす

るためには，加熱量を精密に予測することが重要となる．加熱量を予測する手段として，風

洞で流れ場を再現し，加熱量を直接計測する方法と，コンピュータを使った数値計算により

加熱量を計算で求める方法とがある．大気圏突入時の流れ場は極超音速，高温，熱化学的非

平衡性などの特徴から，実験による再現，および計測が困難であるため，数値計算による加

熱量予測が有効となってくる． 

 

1.1.1 Palumbo の実験 

1996 年，Palumbo 博士らによって，20MW アーク加熱風洞による鈍頭物体の加熱実験と，

淀み点における輻射強度測定が行われた[1]．アーク加熱風洞とはアークヒータで高電圧を

かけて高温高圧となった気体を超音速ノズルで膨張加速させてマッハ 5 以上もの極超音速

流を作り出せる風洞である．実験に用いられた設備の概略図を図 1.1 に示す．アークヒータ

は直径 0.06m，全長 2.3m であり，印加電圧は 1800V，電流は 950A，ヒーター内圧力は 1.02atm

であった．超音速ノズルはスロート径 0.038m，出口径は 0.46m であり，スロートと出口の

面積比は 148，ノズルの半角は 4°であった．ノズル出口から試験体までの距離は 0.47m，試

験体は直径 15cm の平たい円柱で，角は 0.007m でフィレットされている．試験ガスは質量

比で空気 80%，Ar20%，質量流量は 0.034kg/s，淀み点圧は 1.197kPa であった．試験体に設

置された輻射測定機構の模式図を図 1.2 に示す．輻射スペクトルは，試験体表面の淀み点に

取り付けられた MgF2 製の窓から入射した光を，反射鏡で分光器に送ることで測定された．

アーク加熱風洞では試験体周りの衝撃層内だけでなく，上流に位置するアークヒータ内も

非常に高温となるため，そこでも強力な輻射が起こっている．よって衝撃層内の輻射強度を

正確に測定するにはアークヒータからの光が入射するのを防ぐ必要があるため，光を取り

入れる窓は主流方向から 15°傾けられた．測定された強度は，数値計算による予測を大幅に

上回る結果となっており，その原因，メカニズムは未だ明らかとなっていない． 

 

1.1.2 先行研究 

Palumbo の実験で見られた実験値と計算値の不一致について，これまでに様々な議論がな

されてき．酒井らの研究[2,3]では，ノズル壁面での光の反射により，アークヒータからの輻

射の一部が観測されたことを想定した数値計算が行われたが，図 1.3 に示すようにスペクト

ル強度は観測値を大きく下回る結果となった． Mazoue らの研究[4]では Palumbo 実験にお

けるノズル角度に不確かさがあり，その条件によって主流の速度や温度に違いがあること
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が述べられている．また，NASA Ames 60MW Interaction Heating Facility における Winter ら

の輻射測定実験においても Palumbo 実験と同様の異常加熱現象が確認されている[5]． 

 

 

1.2 研究目的 
本研究の目的は，数値計算により Palumbo 異常加熱を再現し，そのメカニズムを明らかに

することである．本研究では異常加熱の原因として，衝撃層内の電子励起非平衡性に着目し，

衝突-輻射モデルと流体，および輻射輸送の結合計算を行うことで励起分布を直接計算する．

本計算手法においては，流体同士が輻射によるエネルギー交換を行うことが可能であるた

め非局所的な熱的状態を捉えることができる．また，衝突-輻射モデルから得られた励起分

布を用いて放射係数，吸収係数を計算することから，非平衡状態における輻射スペクトルを

求めることが可能となっている．以上のような特徴から，上流輻射による衝撃層内の加熱，

衝撃層内輻射による主流の加熱，衝撃層内での非平衡輻射を考慮し，Palumbo 異常加熱の再

現を目指す． 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1 アーク加熱風洞の概略図 
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図 1.2 輻射強度測定機構 

 

 
 

 

 

 
 

図 1.3 酒井らの研究における輻射スペクトル比較[2] 
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第 2 章 

数値計算法 

 
本章では, 使用した物理モデル及び数値計算法について述べる. 

 
2.1 流れ場計算法 

 

2.1.1 支配方程式 

供試体周り準定常流れ場の計算には以下に示す軸対称 Navier-Stokes 方程式を用いる．

熱化学非平衡性を考慮するため，化学種ごとの質量保存と，分子運動モードごとのエネルギ

ー保存を解く． 

 

∂𝑸

∂t
+
𝜕(𝑭 − 𝑭𝑣)

𝜕𝑥
+
𝜕(𝑮 − 𝑮𝑣)

𝜕𝑦
+
𝑯− 𝑯𝑣

𝑦
= 𝑾. (2.1) 

 

 

ここで，保存量ベクトル𝑸， 非粘性流束ベクトル𝑭，𝑮，粘性流束ベクトル𝑭𝑣，𝑮𝑣， 軸対称

の効果を表すベクトル𝑯，𝑯𝑣および生成項ベクトル𝑾は以下のように与えられる. 

 

𝑸 =

(

 
 
 

𝜌𝑠
𝜌𝑢
𝜌𝑣
𝐸

𝐸𝑣 + 𝐸𝑒𝑥
𝐸𝑒𝑙 )

 
 
 
, (2.2) 

 

 

𝑭 =

(

 
 
 

𝜌𝑠𝑢

𝜌𝑢2 + 𝑝
𝜌𝑢𝑣

(𝐸 + 𝑝)𝑢
(𝐸𝑣 + 𝐸𝑒𝑥)𝑢

𝐸𝑒𝑙𝑢 )

 
 
 
,  𝑮 =

(

 
 
 

𝜌𝑠𝑣
𝜌𝑢𝑣

𝜌𝑣2 + 𝑝
(𝐸 + 𝑝)𝑣
(𝐸𝑣 + 𝐸𝑒𝑥)𝑣

𝐸𝑒𝑙𝑣 )

 
 
 
, (2.3) 
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(2.4) 

𝑭𝒗 =

(

 
 
 
 
 
 

−𝜌𝑠𝑢𝑠
𝜏𝑥𝑥
𝜏𝑥𝑦

𝜏𝑥𝑥𝑢 + 𝜏𝑥𝑦𝑣 − 𝑞𝑥 − 𝑞𝑣𝑥 −∑𝜌𝑠𝑢𝑠ℎ𝑠
𝑠

−𝑞𝑣𝑥 −∑𝜌𝑠𝑒𝑣,𝑠𝑢𝑠
𝑠

−𝑞𝑒𝑙𝑥 − 𝜌𝑒𝑒𝑒𝑙𝑢𝑒𝑙 )

 
 
 
 
 
 

, 

 

𝑮𝒗 =

(

 
 
 
 
 
 

−𝜌𝑠𝑣𝑠
𝜏𝑥𝑦
𝜏𝑦𝑦

𝜏𝑥𝑦𝑢 + 𝜏𝑦𝑦𝑣 − 𝑞𝑦 − 𝑞𝑣𝑦 −∑𝜌𝑠𝑣𝑠ℎ𝑠
𝑠

−𝑞𝑣𝑦 −∑𝜌𝑠𝑒𝑣,𝑠𝑣𝑠
𝑠

−𝑞𝑒𝑙𝑦 − 𝜌𝑒𝑒𝑒𝑙𝑣𝑒𝑙 )

 
 
 
 
 
 

, 

 

𝑯 =

(

 
 
 

𝜌𝑠𝑣
𝜌𝑢𝑣

𝜌𝑣2

(𝐸 + 𝑝)𝑣
(𝐸𝑣 + 𝐸𝑒𝑥)𝑣

𝐸𝑒𝑙𝑣 )

 
 
 
,  𝑯𝒗 =

(

 
 
 
 
 
 

−𝜌𝑠𝑣𝑠
𝜏𝑥𝑦

𝜏𝑦𝑦 − 𝜏𝜃𝜃

𝜏𝑥𝑦𝑢 + 𝜏𝑦𝑦𝑣 − 𝑞𝑦 − 𝑞𝑣𝑦 −∑𝜌𝑠𝑣𝑠ℎ𝑠
𝑠

−𝑞𝑣,𝑦 −∑𝜌𝑠𝑒𝑣,𝑠𝑣𝑠
𝑠

−𝑞𝑒𝑙,𝑦 − 𝜌𝑒𝑒𝑒𝑙𝑣𝑒𝑙 )

 
 
 
 
 
 

, (2.5) 

 

 

𝑾 =

(

 
 
 

𝑊𝑠
0
0
0
𝑊𝑣
𝑊𝑒𝑙)

 
 
 
. (2.6) 

 

 

ここで, 𝜌は密度, 𝜌𝑠は化学種 𝑠 の密度, 𝑢 は速度の 𝑥 方向成分, 𝑣 は速度の 𝑦 方向成

分, 𝐸は単位体積あたりの全エネルギー, 𝐸𝑣は単位体積あたりの振動エネルギー, 𝐸𝑒𝑥は単

位体積あたりの電子励起エネルギー, 𝐸𝑒𝑙は単位体積あたりの電子エネルギー, 𝑝は圧力, 𝜏

は粘性応力, 𝑞は熱流束, ℎはエンタルピー, 𝑊は生成率である．本計算では, N, O, N2, O2, 

NO, N+ , O+ , N2
+, O2

+ ,  NO+, e− の 11 化学種を考慮に入れる. 各計算セルで電気的に中性で

あると仮定し,次の関係式を用いることで電子の質量保存則を省略する. 

 

 
𝜌𝑒𝑙
𝑀𝑒𝑙

=
𝜌𝑁+

𝑀𝑁+
+
𝜌𝑂+

𝑀𝑂+
+
𝜌𝑁2+

𝑀𝑁2
+
+
𝜌𝑂2+

𝑀𝑂2
+
+
𝜌𝑁𝑂+

𝑀𝑁𝑂+
.                (2.7) 
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粘性応力は Stokesの定理を用いて以下のように求める． 

 

𝜏𝑥𝑥 =
2

3
𝜇 (2

𝜕𝑢

𝜕𝑥
−
𝜕𝑣

𝜕𝑦
−
𝑣

𝑦
),                        (2.8) 

 

𝜏𝑥𝑦 = 𝜇 (
𝜕𝑢

𝜕𝑦
+
𝜕𝑣

𝜕𝑥
),                             (2.9) 

 

𝜏𝑦𝑦 =
2

3
𝜇 (2

𝜕𝑣

𝜕𝑦
−
𝜕𝑢

𝜕𝑥
−
𝑣

𝑦
),                      (2.10) 

 

𝜏𝑦𝑦 =
2

3
𝜇 (−

𝜕𝑣

𝜕𝑦
−
𝜕𝑢

𝜕𝑥
+ 2

𝑣

𝑦
),                    (2.11) 

 
ここで 𝜇は粘性係数である. 熱流束は Fourierの法則から次のように定める. 

 

𝑞𝑥 = −𝜅
𝜕𝑇

𝜕𝑥
,  𝑞𝑦 = −𝜅

𝜕𝑇

𝜕𝑦
, (2.12) 

 

 

𝑞𝑣,𝑥 = −𝜅𝑣
𝜕𝑇𝑣
𝜕𝑥

,  𝑞𝑣,𝑦 = −𝜅𝑣
𝜕𝑇𝑣
𝜕𝑦

, (2.13) 

 

 

𝑞𝑒𝑙,𝑥 = −𝜅𝑒𝑙
𝜕𝑇𝑒𝑙
𝜕𝑥

,  𝑞𝑒𝑙,𝑦 = −𝜅𝑒𝑙
𝜕𝑇𝑒𝑙
𝜕𝑦

, (2.14) 

 

 

 

ここで𝑇は並進-回転温度，𝑇𝑣は振動-電子励起温度，𝑇𝑒𝑙は電子温度，𝜅, 𝜅𝑣, 𝜅𝑒𝑙はそれぞれ, 𝑇, 
𝑇𝑣, 𝑇𝑒𝑙に対する熱伝導係数である． 

 

2.1.2 輸送係数 

空気を構成する個々の化学種の粘性係数は，Blottner のモデル[6]により次のように与え

られる． 

 
𝜇𝑠 = 0.1exp[(𝐴𝑠ln𝑇 + 𝐵𝑠)ln𝑇 + 𝐶𝑠]. (2.15) 

 

 

ただし電子については𝑇ではなく，𝑇𝑒𝑙を用いる．定数𝐴𝑠，𝐵𝑠，𝐶𝑠 は表 2.1 に示す．それ

ぞれの化学種における並進-回転温度と振動-電子励起温度および電子温度の熱伝導係

数は，Eucken の関係式[7]から求める． 

 

𝜅𝑠 = 𝜇𝑠 (
5

2
𝑐𝑣,𝑡𝑟,𝑠 + 𝑐𝑣,𝑟𝑜𝑡,𝑠) , (2.16) 

 
𝜅𝑣,𝑠 = 𝜇𝑠𝑐𝑣𝑖𝑏,𝑠 , (2.17) 

 
𝜅𝑒𝑙 = 𝜇𝑒𝑙𝑐𝑣,𝑡𝑟,𝑒𝑙 . (2.18) 
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(2.23) 

各化学種の並進モード，回転モード，振動モードに対する定積比熱は次のように定め

る． 

 

𝑐𝑣,𝑡𝑟,𝑠 =
3

2

𝑅

𝑀𝑠
,                           

𝑐𝑣,𝑟𝑜𝑡,𝑠 = {

𝑅

𝑀𝑠
  for N2, O2, NO, N2

+, O2
+ and NO+

0   for N, O, N+, O+ and e−      

              (2.19) 

𝑐𝑣,𝑣𝑖𝑏,𝑠 = {

𝑅

𝑀𝑠
  for N2, O2, NO, N2

+, O2
+ and NO+

0   for N,O, N+, O+ and e−      

                    

 
 

ここで𝑅は気体定数，𝑀𝑠は化学種𝑠の分子量である．合計の粘性係数および熱伝導率は，

次に示す Wilkeの経験式[8]を用いて求める． 

 

𝜇 =∑
𝑋𝑠𝜇𝑠
𝜑𝑠

𝑠

,                                    

𝜅 =∑
𝑋𝑠𝜅𝑠
𝜑𝑠

𝑠

,                             (2.20) 

𝜅𝑣 =∑
𝑋𝑠𝜅𝑣,𝑠
𝜑𝑠

𝑠

,                                   

 

𝑋𝑠 =
𝜒𝑠𝑀

𝑀𝑠
, 𝑀 = (∑

𝜒𝑠
𝑀𝑠

𝑠

)

−1

, 𝜒𝑠 =
𝜌𝑠
𝜌
,              (2.21) 

𝜑𝑠 =∑𝑋𝑟 [1 + √
𝜇𝑠
𝜇𝑟
(
𝑀𝑟
𝑀𝑠
)

1
4
]

2

[√8(1 +
𝑀𝑠
𝑀 𝑟

)]

−1

 

r

.       (2.22) 

 
𝜒𝑠は化学種𝑠の質量分率，𝑀𝑟は化学種𝑠の分子量，𝜇𝑠，𝜇𝑟はそれぞれ化学種𝑠，𝑟の粘性係

数である．各化学種の拡散速度は以下のように求める．  
 

𝜌𝑠𝑢𝑠 = −𝜌𝐷𝑠
𝜕𝜒𝑠
𝜕𝑥

,                                

𝜌𝑠𝑣𝑠 = −𝜌𝐷𝑠
𝜕𝜒𝑠
𝜕𝑦

,                                

 
ここで拡散速度𝐷𝑠は全化学種について一定とし, シュミット数を𝑆𝑐 = 0.5として以下のよ

うに与えられる. 

𝐷𝑠 =
𝜇

𝑆𝑐𝜌
.                              (2.24) 

 

 

2.1.3 熱化学モデル 

本研究では熱化学モデルとして, Park の 2 温度モデルから電子温度を分離した 3 温度モ

デルを採用する [9]．電子温度を分離する際には Lee によって提案された Landau-Teller 型

の電子-振動緩和モデルを用いる[10]． 



8 

 

s 

並進温度は以下の式を解くことで求められる． 

 

𝐸 = ∑ 𝜌𝑠 [𝑐𝑣,𝑠𝑇 +
1

2
 (𝑢2 + 𝑣2)]

𝑠≠𝑒−

+ 𝐸𝑣 + 𝐸𝑒𝑥 + 𝐸𝑒𝑙 + ∑ 𝜌𝑠ℎ𝑠
0

𝑠≠𝑒−

,    (2.25) 

 
ここで, 各化学種の生成エンタルピーℎ𝑠

0は表 2.2より求める. 各化学種の定積比熱は並進-

回転モードの定積比熱より求まる． 

 

𝑐𝑣,s = 𝑐𝑣,tr,s + 𝑐𝑣,rot,s.                          (2.26) 

 
振動温度𝑇𝑣における調和振動子の振動エネルギーは 

 

𝐸𝑣 =∑𝜌𝑠𝑒𝑣,𝑠
𝑠

,                              (2.27) 

𝑒𝑣,𝑠 =
𝑅

𝑀𝑠

𝜃𝑣,𝑠

exp(𝜃𝑣,𝑠 𝑇𝑣⁄ ) − 1
,                        (2.28) 

 
ここで, 𝜃𝑣𝑠は振動の特性温度であり，表 2.3にまとめられている．それぞれの電子励起状態

は振動温度𝑇𝑣によって定まるボルツマン分布に従う．電子励起エネルギーは以下のように与

えられる． 

𝐸𝑒𝑥 =∑𝜌𝑠𝑒𝑒𝑥,𝑠
𝑠

,                               (2.29) 

 

𝑒𝑒𝑥,𝑠 =
𝑅

𝑀𝑠
 
g
1,𝑠𝜃𝑒𝑥1,𝑠 exp(−𝜃𝑒𝑥1,𝑠 𝑇𝑣⁄ )

g
0,𝑠 + g1,𝑠 exp(−𝜃𝑒𝑥1,𝑠 𝑇𝑣⁄ )

 (𝑠 = 𝑁,O, N+, N2
+),       (2.30) 

 
 

𝑒𝑒𝑥,𝑠 =
𝑅

𝑀𝑠
 
g
1,𝑠𝜃𝑒𝑥1,𝑠 exp(−𝜃𝑒𝑥1,𝑠 𝑇𝑣⁄ ) + g2,𝑠𝜃𝑒𝑥2,𝑠 exp(−𝜃𝑒𝑥2,𝑠 𝑇𝑣⁄ )

g
0,𝑠 + g1,𝑠 exp(−𝜃𝑒𝑥1,𝑠 𝑇𝑣⁄ ) + g2,𝑠 exp(−𝜃𝑒𝑥2,𝑠 𝑇𝑣⁄ )

 (𝑠 = O2),   (2.31) 

 

ここで , g0,𝑠   g1,𝑠   g2,𝑠  は基底状態 , 第一および第二励起状態の縮退度 , 𝜃𝑒𝑥1,𝑠 , 𝜃𝑒𝑥2,𝑠 

は第一および第二励起状態の電子励起特性温度である . これらの定数を表 2.4 にまと

める. 静圧𝑝は次のように与えられる． 

 

𝑝 = 𝑇∑𝜌𝑠
𝑅

𝑀𝑠
𝑠

,                           (2.32) 

 

ここで，電子の分圧𝑝𝑒𝑙は次のように与えられる． 

 

𝑝𝑒𝑙 = 𝜌𝑒𝑙
𝑅

𝑀𝑒𝑙
𝑇𝑒𝑙 ,                          (2.33) 

 

電子エネルギーは以下のように与えられる．  

 

𝐸𝑒𝑙 = 𝜌𝑒𝑙𝑒𝑒𝑙 ,                             (2.34) 
 

𝑒𝑒𝑙 = 𝑐𝑣,𝑒𝑙𝑇𝑒𝑙 +
1

2
(𝑢2 + 𝑣2) + ℎ𝑒𝑙

0 .                   (2.40) 
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また，各化学種の単位質量当たりのエンタルピーは，  

 

ℎ𝑠 = 𝑐𝑣,𝑠𝑇 +
𝑅

𝑀𝑠
𝑇 + 𝑒𝑣,𝑠 + 𝑒𝑒𝑙,𝑠 + ℎ𝑠

0,                 (2.36) 

 

と定義される．振動-電子励起温度は，次式を Newton 反復法で解くことで求める．  

 

𝐸𝑣 + 𝐸𝑒𝑥 = a function of 𝜌, 𝜌𝑠 , and 𝑇𝑣 .             (2.37) 
 

電子温度は，式(2.40)を次のように変形して求める． 

𝑇𝑒𝑙 =
𝑒𝑒𝑙 −

1
2
(𝑢2 + 𝑣2) − ℎ𝑒𝑙

0

𝑐𝑣,𝑒𝑙
.                   (2.38) 

 

 

 
化学反応モデル 

本計算では，次の 21 の化学反応を考慮する．ただし，反応 20，21 の電子衝突電離

は平衡計算でのみ使用する．（衝突-輻射モデルでは化学反応としてではなく，自由電子

衝突遷移反応の一部として扱うため．詳細は 2.2.3 項に後述．）  

 

N2 +M ⇄ N +N +M,                       (2.39a) 
O2 +M ⇄ O+ O+M,                       (2.39b) 
NO+ M ⇄ N +O +M,                       (2.39d) 
NO+ O ⇄ O2 + N,                         (2.39e) 
N2 +O ⇄ NO+N,                        (2.39e) 
N+ O ⇄ NO+ + e−,                        (2.39f) 
O + O ⇄ O2

+ + e−,                        (2.39g) 
N+ N ⇄ N2

+ + e−,                        (2.39h) 
NO+ +O ⇄ N+ + O2,                        (2.39i) 
N+ +N2 ⇄ N2

+ +N,                        (2.39j) 
O2
+ +N ⇄ N+ +O2,                        (2.39k) 

O+ + NO ⇄ N+ +O2,                        (2.39l) 
O2
+ +N2 ⇄ N2

+ +O2,                        (2.39m) 
O2
+ + O ⇄ O+ +O2,                        (2.39n) 

NO+ +N ⇄ O+ +N2,                        (2.39o) 
NO+ +O2 ⇄ O2

+ + NO,                        (2.39p) 
NO+ + O ⇄ O2

+ + N,                        (2.39q) 
O+ +N2 ⇄ N2

+ + O,                        (2.39r) 
NO+ +N ⇄ N2

+ +O,                        (2.39s) 
O + e− ⇄ O+ + e− + e−,                        (2.39t) 
N+ e− ⇄ N+ + e− + e−,                        (2.39u) 

 

ここでMは衝突可能性のある化学種を表す．これらの反応に対する反応速度式は次のよ

うになる． 

𝑅1 =∑[𝑘𝑓1
𝜌𝑁2
𝑀𝑁2

𝜌𝑠
𝑀𝑠

− 𝑘𝑏1
𝜌𝑁
𝑀𝑁

𝜌𝑁
𝑀𝑁

𝜌𝑠
𝑀𝑠
]

𝑠

,                 (2.40𝑎) 
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𝑅2 =∑[𝑘𝑓2
𝜌𝑂2
𝑀𝑂2

𝜌𝑠
𝑀𝑠

− 𝑘𝑏2
𝜌𝑂
𝑀𝑂

𝜌𝑂
𝑀𝑂

𝜌𝑠
𝑀𝑠
]

𝑠

,                 (2.40𝑏) 

𝑅3 =∑[𝑘𝑓3
𝜌𝑁𝑂
𝑀𝑁𝑂

𝜌𝑠
𝑀𝑠

− 𝑘𝑏3
𝜌𝑁
𝑀𝑁

𝜌𝑂
𝑀𝑂

𝜌𝑠
𝑀𝑠
]

𝑠

,                 (2.40𝑐) 

𝑅4 = 𝑘𝑓4
𝜌𝑁𝑂
𝑀𝑁𝑂

𝜌𝑂
𝑀𝑂

− 𝑘𝑏4
𝜌𝑂2
𝑀𝑂2

𝜌𝑁
𝑀𝑁

,                 (2.40𝑑) 

𝑅5 = 𝑘𝑓5
𝜌𝑁2
𝑀𝑁2

𝜌𝑂
𝑀𝑂

− 𝑘𝑏5
𝜌𝑁𝑂
𝑀𝑁𝑂

𝜌𝑁
𝑀𝑁

,                 (2.40𝑒) 

𝑅6 = 𝑘𝑓6
𝜌𝑁
𝑀𝑁

𝜌𝑂
𝑀𝑂

− 𝑘𝑏6
𝜌𝑁𝑂+

𝑀𝑁𝑂+

𝜌𝑒−

𝑀𝑒−
,                 (2.40𝑓) 

𝑅7 = 𝑘𝑓7
𝜌𝑂
𝑀𝑂

𝜌𝑂
𝑀𝑂

− 𝑘𝑏7
𝜌𝑂2+

𝑀𝑂2
+

𝜌𝑒−

𝑀𝑒−
,                 (2.40𝑔) 

𝑅8 = 𝑘𝑓8
𝜌𝑁
𝑀𝑁

𝜌𝑁
𝑀𝑁

− 𝑘𝑏4
𝜌𝑁2+

𝑀𝑁2
+

𝜌𝑒−

𝑀𝑒−
,                 (2.40ℎ) 

𝑅9 = 𝑘𝑓9
𝜌𝑁𝑂+

𝑀𝑁𝑂+

𝜌𝑂
𝑀𝑂

− 𝑘𝑏9
𝜌𝑁+

𝑀𝑁+

𝜌𝑂2+

𝑀𝑂2
+
,                 (2.40𝑖) 

𝑅10 = 𝑘𝑓10
𝜌𝑁+

𝑀𝑁+

𝜌𝑁2
𝑀𝑁2

− 𝑘𝑏10
𝜌𝑁2+

𝑀𝑁2
+

𝜌𝑁
𝑀𝑁

,                 (2.40𝑗) 

𝑅11 = 𝑘𝑓11
𝜌𝑂2+

𝑀𝑂2
+

𝜌𝑁
𝑀𝑁

− 𝑘𝑏11
𝜌𝑁+

𝑀𝑁+

𝜌𝑂2
𝑀𝑂2

,                 (2.40𝑘) 

𝑅12 = 𝑘𝑓12
𝜌𝑂+

𝑀𝑂+

𝜌𝑁𝑂
𝑀𝑁𝑂

− 𝑘𝑏12
𝜌𝑁+

𝑀𝑁+

𝜌𝑂2
𝑀𝑂2

,                 (2.40𝑙) 

𝑅13 = 𝑘𝑓13
𝜌𝑂2+

𝑀𝑂2
+

𝜌𝑁2
𝑀𝑁2

− 𝑘𝑏13
𝜌𝑁2+

𝑀𝑁2
+

𝜌𝑂2
𝑀𝑂2

,                 (2.40𝑚) 

𝑅14 = 𝑘𝑓14
𝜌𝑂2+

𝑀𝑂2
+

𝜌𝑂
𝑀𝑂

− 𝑘𝑏14
𝜌𝑂2
𝑀𝑂2

𝜌𝑁
𝑀𝑁

,                 (2.40𝑛) 

𝑅15 = 𝑘𝑓15
𝜌𝑁𝑂+

𝑀𝑁𝑂+

𝜌𝑁
𝑀𝑁

− 𝑘𝑏15
𝜌𝑂+

𝑀𝑂+

𝜌𝑁2
𝑀𝑁2

,                 (2.40𝑜) 

𝑅16 = 𝑘𝑓16
𝜌𝑁𝑂+

𝑀𝑁𝑂+

𝜌𝑂2
𝑀𝑂2

 
− 𝑘𝑏16

𝜌𝑂2+

𝑀𝑂2
+

𝜌𝑁𝑂
𝑀𝑁𝑂

,                 (2.40𝑝) 

𝑅17 = 𝑘𝑓17
𝜌𝑁𝑂+

𝑀𝑁𝑂+

𝜌𝑂
𝑀𝑂

− 𝑘𝑏17
𝜌𝑂2+

𝑀𝑂2
+

𝜌𝑁
𝑀𝑁

,                 (2.40𝑞) 

𝑅18 = 𝑘𝑓18
𝜌𝑂+

𝑀𝑂+

𝜌𝑁2
𝑀𝑁2

− 𝑘𝑏18
𝜌𝑁2+

𝑀𝑁2
+

𝜌𝑂
𝑀𝑂

,                 (2.40𝑟) 

𝑅19 = 𝑘𝑓19
𝜌𝑁𝑂+

𝑀𝑁𝑂+

𝜌𝑁
𝑀𝑁

− 𝑘𝑏19
𝜌𝑁2+

𝑀𝑁2
+

𝜌𝑂
𝑀𝑂

,                 (2.40𝑠) 

𝑅20 = 𝑘𝑓20
𝜌𝑂
𝑀𝑂

𝜌𝑒−

𝑀𝑒−
− 𝑘𝑏7

𝜌𝑂+

𝑀𝑂+

𝜌𝑒−

𝑀𝑒−

𝜌𝑒−

𝑀𝑒−
,                 (2.40𝑡) 

𝑅21 = 𝑘𝑓21
𝜌𝑁
𝑀𝑁

𝜌𝑒−

𝑀𝑒−
− 𝑘𝑏21

𝜌𝑁+

𝑀𝑁+

𝜌𝑒−

𝑀𝑒−

𝜌𝑒−

𝑀𝑒−
.                 (2.40𝑢) 

 

ここで，順反応，逆反応速度係数は以下の式より求める[11]. 
 

𝑘𝑓𝑛(𝑇𝑎) = 𝐶𝑓𝑇𝑎
𝜂
exp(−

𝜃𝑑𝑠
𝑇𝑎
),                     (2.41) 

 

𝑘𝑏𝑛(𝑇𝑎) =
𝑘𝑓𝑛(𝑇𝑎)

𝐾𝑒𝑞(𝑇𝑎)
.                           (2.42) 
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本研究で用いる 𝐶𝑓，𝜂，𝜃𝑑𝑠の各値を表 2.5 に示す．平衡定数𝐾𝑒𝑞は，Parkのモデルより，

次の式より求める[12]． 

 

𝐾𝑒𝑞 = exp(𝐴1𝑍 + 𝐴2 + 𝐴3 ln (
1

𝑍
) +

𝐴4
𝑍
+
𝐴5
𝑍2
),             (2.43) 

 

𝑍 =
𝑇𝑎

10,000
.                           (2.44) 

 

 
 
ここで用いる係数𝐴𝑖の値を表 2.6に示す . 有効温度𝑇𝑎は順反応に対して次のように定義

する. 
 

Dissociation reactions:      𝑇𝑎 = √𝑇𝑇𝑣 ,            (2.50) 
NO Exchange reactions:     𝑇𝑎 = 𝑇,               (2.46) 

Associative ionization reactions:    𝑇𝑎 = 𝑇,               (2.47) 
Charge exchange reactions:     𝑇𝑎 = 𝑇,               (2.48) 

Electron- impact ionization reactions:   𝑇𝑎 = 𝑇𝑒𝑙,              (2.49) 
 
逆反応に対しては，𝑇𝑎 = 𝑇を用いる．式(2.6)の化学反応による生成項𝑊𝑠は次のように

与えられる．  
 

𝑊𝑂 = 𝑀𝑂(2𝑅2 + 𝑅3 − 𝑅4 − 𝑅5 −𝑅6 − 2𝑅7 − 𝑅9 − 𝑅14 −𝑅17 +𝑅18 + 𝑅19 − 𝑅20),   (2.50𝑎) 
𝑊𝑁 = 𝑀𝑁(2𝑅1 +𝑅3 + 𝑅4 +𝑅5 − 𝑅6 − 2𝑅8 +𝑅10 −𝑅11 − 𝑅15 + 𝑅17 −𝑅19 − 𝑅21),  (2.50𝑏) 

𝑊𝑁𝑂 = 𝑀𝑁𝑂(−𝑅3 − 𝑅4 + 𝑅5 − 𝑅12 +𝑅16),                                    (2.50𝑐) 
𝑊𝑂2

= 𝑀𝑂2(−𝑅2 + 𝑅4 + 𝑅9 +𝑅11 + 𝑅12 + 𝑅13 + 𝑅14 −𝑅16),                     (2.50𝑑) 

𝑊𝑁2
= 𝑀𝑁2

(−𝑅1 −𝑅5 −𝑅10 −𝑅13 + 𝑅15 − 𝑅18),                              (2.50𝑒) 

𝑊𝑂+ = 𝑀𝑂+(−𝑅12 + 𝑅14 + 𝑅15 −𝑅18 + 𝑅20),                                 (2.50𝑓) 
𝑊𝑁+ = 𝑀𝑁+(𝑅9 − 𝑅10 +𝑅11 +𝑅12 + 𝑅21),                                    (2.50𝑔) 

𝑊𝑁𝑂+ = 𝑀𝑁𝑂+(𝑅6 − 𝑅9 −𝑅15 −𝑅16 − 𝑅17 − 𝑅19),                               (2.50ℎ) 
𝑊𝑂2

+ = 𝑀𝑂2
+(𝑅7 −𝑅11 − 𝑅13 − 𝑅14 +𝑅16 + 𝑅17),                               (2.50𝑖) 

𝑊𝑁2
+ = 𝑀𝑁2

+(𝑅8 +𝑅10 +𝑅13 +𝑅18 + 𝑅19),                                    (2.50𝑗) 

𝑊𝑒− = 𝑀𝑒−(𝑅6 +𝑅7 +𝑅8 +𝑅20 + 𝑅21).                                     (2.50𝑘) 
 

 

エネルギー交換 

式(2.6)の振動-電子励起エネルギーの生成項は以下のように記述される． 
 

𝑊𝑣 = 𝑄𝑇−𝑉 + 𝑄𝐷−𝑉 +𝑄𝐸−𝐸𝑥 +𝑄𝑉−𝐸𝑙 + 𝑄𝑟𝑎𝑑,𝑏−𝑏 . (2.51) 
 
 

𝑊𝑒𝑙 = 𝑄𝑇−𝐸𝑙 + 𝑄𝐸−𝐸 +𝑄𝐸−𝐸𝑙 −𝑄𝑉−𝐸𝑙 +𝑄𝑟𝑎𝑑,𝑏−𝑓 . (2.52) 
 
 
𝑄𝑇−𝑉は，並進-振動エネルギー交換速度である．これは Park が修正した Landau-Teller 緩

和方程式を用いて以下の式で与えられる． 
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𝑄𝑇−𝑉 = ∑ 𝑄𝑇−𝑉𝑠
𝑠=𝑚𝑜𝑙𝑒𝑐𝑢𝑙𝑒

,                       (2.53) 

 

𝑄𝑇−𝑉𝑠 = 𝜌𝑠
𝑒𝑣,𝑠
∗ (𝑇) − 𝑒𝑣,𝑠
𝜏𝑠𝐿𝑡 + 𝜏𝑐,𝑠

|
𝑇𝑠ℎ𝑜𝑐𝑘 − 𝑇𝑣

𝑇shock − 𝑇𝑣𝑠ℎ𝑜𝑐𝑘
|
𝑠−1

.            (2.54) 

 
ここで， 

𝑠 = 3.5 exp (−
50000

𝑇𝑠ℎ𝑜𝑐𝑘
) . (2.55) 

 
 
𝑇𝑠ℎ𝑜𝑐𝑘は機体表面から放射状に広がる各軸における並進-回転温度の最大値であり，以下の

ように定義される． 
 

𝑇𝑠ℎ𝑜𝑐𝑘 = Max(300, 𝑇(𝑖)). (2.56) 

 
ここで 𝑖 は各方位角におけるセル番号である．モル平均 Landau-Teller振動緩和時間は

次式で与えられる．  

𝜏𝑠𝐿𝑇 =
∑ 𝑋𝑟𝑟

∑ (
𝑋𝑟
𝜏𝑠𝐿𝑇

)𝑟

,                           (2.57) 

ここで  

𝜏𝑠𝐿𝑇 =
1

𝑝
exp (𝐴𝑇−

1
3 − 𝐵) , 𝑝 in atm. (2.58) 

 
定数𝐴，𝐵は表 2.7に示す．また，化学種𝑠の衝突制限緩和時間𝜏𝑐𝑠は次のように与えられ

る． 

𝜏𝑐,𝑠 =
1

𝑐𝑠𝜎𝑠𝑟𝑛𝑠
,                            (2.59) 

 

𝜎𝑠𝑟 = 10
−20 (

50,000

𝑇
)
2

,                      (2.60) 

 

𝑐𝑠 = √8𝑅𝑇 𝜋𝑀𝑠⁄ .                          (2.61) 
 

𝑄𝐷−𝑉は，解離に関するエネルギー交換を表し，次式で与えられる．  
 

𝑄𝑇−𝑉 = ∑ 𝐷̂𝑠𝑊𝑠
𝑠=𝑚𝑜𝑙𝑒𝑐𝑢𝑙𝑒

,                        (2.62) 

 
本研究では選択的解離モデルを用い，解離・再結合する分子の平均振動エネルギー𝐷̂𝑠は，

分子の解離エネルギー𝐷̃𝑠  の 30%であると仮定する．解離エネルギーは表 2.8に示す． 
 

𝐷̂𝑠

𝐷̃𝑠
= 0.3 .                               (2.63) 

 
𝑄𝑇−𝐸𝑙は並進-電子エネルギー交換を表し，以下のようになる．  
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𝑄𝑇−𝐸𝑙 = 3𝜌𝑒−𝑅(𝑇 − 𝑇𝑒𝑙) ∑
𝑣𝑠
𝑀𝑠

𝑠≠𝑒−

,                    (2.64) 

 

𝑣𝑠 =
𝜌𝑠
𝑀𝑠
𝑁𝐴𝜎𝑒𝑟√

8𝑅𝑇𝑒𝑙
𝜋𝑀𝑒−

.                       (2.65) 

 
ここで，𝑅は気体定数，𝑘はボルツマン定数，𝑁𝐴はアボガドロ数であり，電子と重粒子

𝑠の間のエネルギー伝達断面積𝜎𝑒𝑟は次式で与えられる． 
 

𝜎𝑒𝑟 =

{
 
 

 
 

1.0 × 10−20                 (𝑟 = neutrals)

𝜋

3

(
𝑒2

4𝜋𝜀0
)
2

𝑘2𝑇𝑣2
ln

(

 
2

3

𝑘3𝑇𝑒𝑙
3

𝜋𝑁𝐴
𝜌𝑒
𝑀𝑒

(
𝑒2

4𝜋𝜀0
)
3

)

    (𝑟 = ions)      
        (2.66) 

 

ここで，𝑒は電気素量，𝜀0は真空の誘電率である． 

 𝑄𝐸−𝐸は電子衝突エネルギー交換であり，次式で与えられる． 
 

𝑄𝐸−𝐸 = ∑ 𝑄𝐸−𝐸𝑠
𝑠=𝑂+,𝑁+

,                            (2.67) 

 
𝑄𝐸−𝐸𝑠 = −𝑒∞𝑊𝑠 ,                                 (2.68) 

 
ここで，𝑒∞はイオン化ポテンシャルである． 

 𝑄𝐸−𝐸𝑥は電子励起エネルギー交換であり，次式で与えられる． 
 

𝑄𝐸−𝐸𝑥 = ∑ 𝑄𝐸−𝐸𝑥𝑠
𝑠=𝑚𝑜𝑙𝑒𝑐𝑢𝑙𝑒

,                         (2.69) 

 
𝑄𝐸−𝐸𝑥𝑠 = 𝑒𝑒𝑥𝑠𝑊𝑠 .                                 (2.70) 

 
 式(2.46)の右辺第 6項は電離反応で生成される自由電子のエネルギーであり，次式で与

えられる． 
 

𝑄𝐸−𝐸𝑙 = 𝑒𝑒𝑙𝑊𝑒𝑙 .                                  (2.71) 
 
 
 𝑄𝐸𝑙−𝑉は電子-振動エネルギー交換であり，次式で表される． 
 

𝑄𝐸𝑙−𝑉 = 𝜌𝑁2
𝑒𝑣,𝑁2
∗ − 𝑒𝑣,𝑁2

𝜏𝑒𝑙
, (2.72) 

 
𝑒𝑣
∗は電子温度𝑇𝑒𝑙で平衡としたときの振動エネルギーである．𝜏𝑒𝑙は電子・振動緩和特性時間

であり次式から求められる[10]．  
 

log10(𝑝𝑒𝜏𝑒𝑙) = 𝐴[log10(𝑇𝑒𝑙)]
2 +𝐵 log10(𝑇𝑒𝑙) + 𝐶, 𝑝𝑒  in atm. (2.73) 

 
定数𝐴, 𝐵, 𝐶は表 2.9に示す． 
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 𝑄𝑟𝑎𝑑は輻射エネルギー吸収を表し，添え字 b-b は束縛-束縛遷移による吸収，b-fは束縛

-自由遷移による吸収を表す．詳細は 2.3節に示す． 
 

 
2.1.4 支配方程式の離散化 
 離散化はセル中心有限体積法により行う．数値流束は SLAU 風上スキーム[13]を用い

て評価し，空間制度は MUSCL 法[14]により 2次精度化を行う．また時間積分は 1次精

度陽解法で行う．  

 

2.2 衝突輻射モデル 

本研究では衝突輻射モデルとして, 荻野らによって開発された空気プラズマ用の衝突輻 

射モデル[15, 16] を用いる． 

 

2.2.1 原子・分子の電子励起準位 

 本計算では, N , O , N2 , O2 , NO , N+  , O+  , N2
+ , O2

+  ,  NO+ , e−の 11 化学種を考慮に入れる.

表 2.10 に本モデルで考慮する電子励起準位を示す．電子励起準位は，p 状態における縮退度

𝑔𝑝とエネルギー準位𝐸𝑝とを縮退させ，次式で定義する 𝑖 状態における縮退度𝐺𝑖とエネルギー

準位𝐸𝑖とまとめる． 

𝐺𝑖 =∑𝑔𝑝
𝑝∈𝑖

,  𝐸𝑖 =
1

𝐺𝑖
∑𝑔𝑝
𝑝∈𝑖

𝐸𝑝. (2.74)
 

  
本モデルで扱う原子, 原子イオンの準位は荻野らのモデル[16] に従う． 

 縮退させた状態 𝑖 の数密度を𝑛𝑖で表す．𝑝 状態の数密度を同様に𝑛𝑝とすると，二者は次の

ような関係を満たす． 

𝑛𝑝 =
𝑛𝑖
𝐺𝑖
𝑔𝑝 exp (

𝐸𝑖 − 𝐸𝑝

𝑘𝑇𝑒𝑙
) . (2.75) 

 

𝑘はボルツマン定数である．量子状態 𝑝 の縮退度𝑔𝑝とエネルギー準位𝐸𝑝はNational Institute of 

Standards and Technology (NIST) のデータベース[17] から得る．分子種は，Teulet らと同様

の電子励起準位を採用する[18]．また，回転，振動モードとの相互作用は無視する．各モー

ドの分配関数は分離できて，それぞれ次のように定義する． 

 

𝑄𝑖(𝑇𝑒𝑙) = 𝑔𝑒𝑔𝑁 exp (−
ℎ𝑐𝒯𝑖
𝑘𝑇𝑣

)

𝑄𝑣(𝑇𝑣) = ∑ exp(−
ℎ𝑐𝒢(𝑣)

𝑘𝑇𝑣
)

𝑣max(𝑖)

𝑣=0

, 𝑄𝑟(𝑇) =∑(2𝐽 + 1) exp (−
ℎ𝑐ℱ𝑣(𝐽)

𝑘𝑇
)

∞

𝐽=0

≈
𝑘𝑇

𝐵
, (2.76)

 

 

ここで 𝑄𝑖  電子励起，𝑄𝑣  は振動，𝑄𝑟 は回転の分配関数である．𝒯𝑖 は電子励起エネルギー，

 𝒢 は振動エネルギー，ℱ𝑣 は回転エネルギー，𝑔𝑁 は核スピン多重度，ℎ はプランク定数，𝑐 

は光速，𝐵 は剛体回転子の慣性モーメントに相当する展開係数を表す．𝑣max(𝑖) は振動励起

準位𝑣 の最大値である．エネルギー状態を記述するための分子の分光定数は，猿橋のデータ

ベース[19] を用いる． 
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2.2.2 輻射遷移反応 

 原子と分子の輻射脱励起の速度定数には，猿橋のデータベース[19] を用いる．原子の

線輻射について，縮退させた状態 𝑖 と𝑗 (𝑖 > 𝑗) 間の輻射脱励起による遷移確率𝐴(𝑖, 𝑗)は

縮退させていない準位𝑝 と𝑞 (𝑝 > 𝑞) 間の遷移確率𝐴(𝑝, 𝑞)を用いて次のように表す． 

 

𝐴(𝑖, 𝑗) =
1

𝐺𝑖
∑𝑔𝑝
𝑝∈𝑖

∑𝐴(𝑝, 𝑞)

𝑞∈𝑖

. (2.77) 

 

 考慮する分子のバンドスペクトルを表 2.11 にまとめる．温度𝑇𝑣で振動平衡が成立す

ると仮定すると，等価遷移確率𝐴(𝑖, 𝑗; 𝑇𝑣) は次のように計算できる． 

 

𝐴(𝑖, 𝑗; 𝑇𝑣) = ∑exp(−
ℎ𝑐𝒢(𝑣′)

𝑘𝑇𝑣
)

𝑣′

∑𝐴𝑣′𝑣′′ (∑exp (−
ℎ𝑐𝒢(𝑣)

𝑘𝑇𝑣
)

𝑣′

)

−1

 

𝑣′′

. (2.78) 

 

 

輻射再結合の速度定数𝑅𝑟(𝑖, 𝑗; 𝑇𝑒𝑙)  は，Nahar の再結合速度定数のデータベース[20, 21] 

を使用する． 

 吸収励起の速度定数𝑅𝑎𝑏𝑠は次式で求める． 

 

𝑅𝑎𝑏𝑠 = 𝐵𝑖𝑗 ∫𝑢𝜆𝛷𝑖𝑗(𝜆)𝑑𝜆 , (2.79) 

 

𝐵𝑖𝑗は Einstein の B 係数，𝑢𝜆は輻射エネルギー密度，𝛷𝑖𝑗は線輪郭を決める関数である．

B 係数は A 係数との詳細つり合いの関係より次式で求められる． 

 

𝐵(𝑖, 𝑗) =
𝜆𝑖,𝑗
3

8𝜋ℎ
𝐴(𝑖, 𝑗), (2.80) 

 

ここで，𝜆𝑖,𝑗  は 𝑖 − 𝑗 間の遷移によって放射される光の中心波長である．輻射エネルギー

密度𝑢𝜆は 3.3 節で後述する計算により求める． 

 

2.2.3 自由電子衝突反応 

 電子衝突励起の衝突断面積は Drawin の衝突断面積[22] を採用する．これは，二つの 

量子状態間の選択律によって次のように示される． 

 

1. 電気双極子許容遷移 

𝜎(𝑖, 𝑗; 𝐸) = 4π𝑎0
2𝛼𝑖𝑗𝑓𝑖𝑗𝜉 (

𝐸𝐻
𝐸𝑗𝑖
)

2
𝑈𝑗𝑖 − 1

𝑈𝑗𝑖
2 ln (

5

4
𝑈𝑗𝑖) , (2.81) 

 

2. スピン多重度の変化しない禁制遷移 

𝜎(𝑖, 𝑗; 𝐸) = 4π𝑎0
2𝛼𝑖𝑗

𝑃 𝜉
𝑈𝑗𝑖 − 1

𝑈𝑗𝑖
2 , (2.82) 

 

3. スピン多重度の変化する禁制遷移 

𝜎(𝑖, 𝑗; 𝐸) = 4π𝑎0
2𝛼𝑖𝑗

𝑆 𝜉
𝑈𝑗𝑖
2 − 1

𝑈𝑗𝑖
5

, (2.83) 
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𝑈𝑗𝑖 = 𝐸/𝐸𝑗𝑖  は規格化された電子の運動エネルギー，𝑎0  は第一ボーア半径，𝐸𝐻  は水素の

基底状態におけるイオン化エネルギー，𝜉 は𝑖 準位での光学電子の数，𝑓𝑖𝑗  は吸収振動子

強度を表す．無次元パラメータ𝛼𝑖𝑗 , 𝛼𝑖𝑗
𝑃 , 𝛼𝑖𝑗

𝑆  は実験に一致するように選ぶ[18, 23, 24]．電

子のエネルギー分配関数が Maxwell 分布に従うと仮定すると，電子励起の速度定数は次

のように表される． 

𝐸𝑎(𝑖, 𝑗; 𝑇𝑒) = (
8

𝜋𝜇
)

1
2
(𝑘𝑇𝑒)

−
3
2∫ 𝐸𝜎(𝑖, 𝑗; 𝐸) exp (−

𝐸

𝑘𝑇𝑒𝑙
) 𝑑𝐸

∞

𝐸𝑗𝑖

     

                     =

{
 
 
 
 

 
 
 
 
(
128𝜋

𝜇
)

1
2
𝑎0
2𝛼𝑖𝑗𝑓𝑖𝑗𝜉 (

𝐸𝐻
𝐸𝑗𝑖
)

2

(𝑘𝑇𝑒)
1
2𝑢𝑥Ψ1(𝑢𝑥)  (許容)

(
128𝜋

𝜇
)

1
2
𝑎0
2𝛼𝑖𝑗

𝑃 𝜉(𝑘𝑇𝑒𝑙)
1
2𝑢𝑥Ψ2(𝑢𝑥)          (パリティ禁制)

(
128𝜋

𝜇
)

1
2
𝑎0
2𝛼𝑖𝑗

𝑆 𝜉(𝑘𝑇𝑒𝑙)
1
2𝑢𝑥

2Ψ3(𝑢𝑥)          (スピン禁制)

 

 (2.84) 
 

ここで𝑢𝑥 = 𝐸𝑗𝑖/𝑘𝑇𝑒である．また𝜇は原子あるいは電子の換算質量を表す．Ψ1(𝑢𝑥),

Ψ2(𝑢𝑥), Ψ3(𝑢𝑥) は補助的な関数で，次のように表される． 

 

Ψ1(𝑢𝑥) ⋍
exp(−𝑢𝑥)

1 + 𝑢𝑥
[

1

20 + 𝑢𝑥
+ ln (

5

4
(1 +

1

𝑢𝑥
))] , (2.85) 

Ψ2(𝑢𝑥) = exp(−𝑢𝑥) − 𝑢𝑥ℰ1(𝑢𝑥), (2.86) 
 

Ψ3(𝑢𝑥) = 𝑢𝑥ℰ2(𝑢𝑥) − 𝑢𝑥
3ℰ4(𝑢𝑥). (2.87) 

 

 

ℰ𝑛(𝑢𝑥) = ∫ 𝑒−𝑡/𝑡𝑛𝑑𝑡
∞

𝑢𝑥
は指数積分である．ℰ1(𝑢𝑥)の値は，Barry らの近似関数を用いる 

[25]．ℰ2(𝑢𝑥)とℰ4(𝑢𝑥)の値は，次の反復計算から得る． 

 

ℰ𝑛+1(𝑢𝑥) =
1

𝑛
(
exp(−𝑢𝑥)

𝑢𝑥
𝑛 − ℰ𝑛(𝑢𝑥)) . (2.88) 

 

逆反応と脱励起の速度定数は，詳細釣り合いの原理から決定する． 

 

𝐸(𝑗, 𝑖; 𝑇𝑒𝑙) = 𝐸(𝑖, 𝑗; 𝑇𝑒𝑙)
𝐺𝑖
𝐺𝑗
exp (−

𝐸𝑖 − 𝐸𝑗

𝑘𝑇𝑒𝑙
) . (2.89) 

自由電子衝突によるイオン化の衝突断面積は Drawin の衝突断面積[26] を用いる．振 

動子強度は式(2.81) と同様の値を採用し，イオン化の速度定数𝐼(𝑖, 𝑗; 𝑇𝑒𝑙)は次のように表 

される． 

𝐼(𝑖, 𝑗; 𝑇𝑒𝑙) = (
8

𝜋𝜇
)

1
2
(𝑘𝑇𝑒𝑙)

−
3
2∫ 𝐸𝜎(𝑖, 𝑗; 𝐸) exp(−

𝐸

𝑘𝑇𝑒𝑙
)𝑑𝐸

∞

𝐸𝑗𝑖

     

= (
128𝜋

𝜇
)

1
2
𝑎0
2𝛼𝑖𝑗𝜉 (

𝐸𝐻
𝐸𝑗𝑖
)

2

(𝑘𝑇𝑒𝑙)
1
2𝑢𝑥Ψ1(𝑢𝑥). (2.90) 

 

三体再結合の速度定数𝑅3(𝑗, 𝑖; 𝑇𝑒𝑙)は，式(2.90) から詳細釣り合いの原理を用いて次のよ 
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うに表す． 

 

𝑅3(𝑗, 𝑖; 𝑇𝑒𝑙) = 𝐼(𝑖, 𝑗; 𝑇𝑒𝑙)
𝐺𝑖
2𝐺𝑗

ℎ3

(2𝜋𝑚𝑒)
3
2

(𝑘𝑇𝑒𝑙)
−
3
2 exp (−

𝐸𝑖 − 𝐸𝑗 − 𝜒

𝑘𝑇𝑒𝑙
) . (2.91) 

 

𝑚𝑒は電子質量である．χ はイオン化ポテンシャルの減少を表し，Bourdon と Vervisch の

モデル[27] を用いる． 

 

χ = 2.38 × 10−4 (
𝑛𝑒,max
𝑇𝑒𝑙 ,min

)

1
2

 (cm−1). (2.92) 

 

二原子分子の電子衝突過程では，Bacri の Weighted Total Cross Sectrion (WTCS) method 

[28,29] を用いた Teulet らの速度定数を採用する[18]．逆方向遷移速度定数は，原子と

同様に詳細釣り合いの原理に従って求める．ただし, 低温域での計算の安定化のため, 

電子温度𝑇𝑒𝑙の下限を 3,000K とした． 

 

 

2.2.4 重粒子衝突反応 

 3 温度モデル[9,10] を用いて，表 2.5 に示す 21 化学反応の内，電子衝突電離以外の

19 化学反応，および表 2.12 の 9 衝突励起反応を扱う．順方向速度定数𝑘𝑓(𝑇𝑎)と逆方向

速度定数𝑘𝑏(𝑇𝑎) は，次のように表される． 

𝑘𝑓(𝑇𝑎) = 𝐶𝑓𝑇𝑎
𝜂
exp (−

𝜃𝑑𝑠
𝑇𝑎
) , 𝑘𝑏(𝑇𝑎) =

𝑘𝑓(𝑇𝑎)

𝐾𝑒𝑞(𝑇𝑎)
. (2.93) 

有効温度𝑇𝑎，アレニウスパラメータ𝐶𝑓 , 𝜂, 𝜃𝑑𝑠は表 2.3 に示す．解離，解離性再結合，電

荷交換には Park の速度定数[11] を，NO 交換反応には，Bose と Candler のモデル

[30,31]を採用する．衝突励起反応では Starik のモデル[32]を用いる．平衡定数𝐾𝑒𝑞として，

化学反応については Park がまとめた CEA 値[12]を用い，衝突励起反応については詳細

釣り合いから求める． 

 

2.2.5 遷移レート方程式 

 化学種 𝑠 の 𝑖 励起準位の数密度𝑛𝑠,𝑖  は，保存則を用いて計算される． 

𝑑𝑛𝑠,𝑖
𝑑𝑡

=∑populating processes −∑depopulating processes , (2.94) 

生成項は数密度の時間あたりの増減量であり，関わる遷移反応の総和で表される．熱非

平衡性を考慮して，並進・回転温度𝑇 と振動・電子励起温度𝑇𝑣，自由電子温度𝑇𝑒𝑙  から

なる 3 温度モデルを採用する．式(2.19) の右辺の遷移速度定数は，(𝑇, 𝑇𝑣 , 𝑇𝑒𝑙)の関数と

して表される．自由電子の数密度は，部分電離プラズマのために電荷中性を仮定し次の

ように表す． 

 
𝑛e = 𝑛N+ + 𝑛O+ + 2𝑛N2+ + 2𝑛O2+ + 𝑛NO+ (2.95) 

 

𝑛s = ∑ 𝑛𝑠,𝑖𝑖  は，化学種 𝑠  の数密度の総和を表す．時間積分には Extended Robustness-

enhanced Numerical Algorithm (ERENA)を用いる[33]．これは堅牢かつ高速な陽解法で stiff 

な常微分方程式を安定に解くことができる. 
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2.3 輻射計算法 
 Line-by-line計算により，波長域 700～9,000Å における輻射スペクトルを 9,000波長

点で求める．輻射に寄与する化学種として N，N+，O，O+，N2，O2，NO，N2+を考慮す

る．スペクトル計算は，松山の構築した計算コード[34]を電子励起非平衡計算用に拡張

したものを用い，分光データは NIST[18]，および Nahar の光電離断面積のデータベー

ス[20, 21]から引用する．  

 
2.3.1 放射係数・吸収係数 

 束縛-束縛遷移において，波長 λに関する放射係数𝜀𝜆，および吸収係数𝜅𝜆は次式で与え

られる．  

𝜀𝜆 = 𝑛𝑖
ℎ𝑐𝐴𝑖𝑗

4𝜋𝜆𝑖𝑗
𝛷(𝜆), (2.96) 

 

𝜅𝜆 =
ℎ𝜆𝑖𝑗
𝑐
(𝑛𝑗𝐵𝑗𝑖 − 𝑛𝑖𝐵𝑖𝑗)𝛷(𝜆). (2.97) 

 

 
本研究では電子励起非平衡性を考慮した輻射スペクトルを計算するため，𝑛𝑖 , 𝑛𝑗 には衝

突輻射モデルによって計算された値を用いる．   

 束縛-自由遷移において，波長 λに関する放射係数𝜀𝜆，および吸収係数𝜅𝜆は次式で与え

られる．  

𝜀𝜆,𝑏−𝑓 = 𝑛𝑒𝑛𝑖
ℎ4𝑐2

(2𝜋𝑚𝑒𝑘𝑇𝑒𝑙)
3 2⁄

𝑔𝑗
𝑔𝑖

𝜎𝑗𝑖(𝜆)

𝜆5
exp(−

ℎ𝑐 𝜆⁄ − 𝐼𝑖𝑗
𝑘𝑇𝑒𝑙

) , (2.98) 

 
 

𝜅𝜆,𝑏−𝑓 = 𝑛𝑗𝜎𝑗𝑖(𝜆)(1 − 𝑅𝑏𝑓), (2.99) 

 

𝜎𝑗𝑖は光電離衝突断面積，𝐼𝑖𝑗はイオン化エネルギーである．束縛-束縛遷移のときと同様に，

𝑛𝑒 , 𝑛𝑖 , 𝑛𝑗は衝突輻射モデルで求めた値を用いる．𝑅𝑏𝑓は誘導放射による吸収の減少分で

あり次式で表される．  
 

𝑅𝑏𝑓 =
𝑛𝑒𝑛𝑖
𝑛𝑗

𝑔𝑗

2𝑔𝑖
(

ℎ2

2𝜋𝑚𝑒𝑘𝑇𝑒𝑙
)

3
2

exp(−
ℎ𝑐 𝜆⁄ − 𝐼𝑖𝑗

𝑘𝑇𝑒𝑙
) . (2.100) 

 

 

 

 

2.3.2 輻射輸送 

本研究ではセル中心から放射状に有限数の光線を引き，その光線上で輻射輸送を解

くことで流れ場に吸収されるエネルギー量を評価した．光線の例を図 2.1に示す．光線
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は𝜃方向，𝜑方向にそれぞれ 15°刻みで引き，総本数は 266 本である．光線上で解く輻

射輸送方程式は次のようになる．  
𝜕𝐼𝜆
𝜅𝜆𝜕𝑠

=
𝜀𝜆
𝜅𝜆
− 𝐼𝜆 .                       (2.101) 

 
ここで，𝑠 は光線上の座標，𝐼𝜆は光線方向の波長 λ における輻射強度である．上式の形

式解は次式で与えられる．  
 

𝐼𝜆(𝑠) = 𝐼𝜆(𝑠𝑏) exp[−(𝜏𝜆(𝑠) − 𝜏𝜆(𝑠𝑏))] + ∫ 𝜀𝜆 exp[−(𝜏𝜆(𝑠) − 𝜏𝜆(𝑠̂))] 𝑑𝑠̂.
𝑠

𝑠𝑏

(2.102) 

 
ここで，添え字 b は境界を表す．アークヒータからの加熱を考慮するため，ノズルス

ロートを向く光線については𝐼𝜆(𝑠𝑏)として 12000K の黒体輻射を用いた．また，𝜏𝜆(𝑠)は

次式で与えられる光学厚さである．  
 

𝜏𝜆(𝑠) = ∫ 𝜅𝜆𝑑𝑠̂
𝑠

𝑠𝑏

. (2.103) 

 
式(2.71)を境界𝑠 = 𝑠𝑏からセル中心𝑠 = 𝑠𝑐まで積分することで各セルに入射する輻射強

度𝐼𝜆(𝑠𝑐 , 𝛀)を全立体角，つまりすべての光線について求め，次式から輻射エネルギー生成

項を求める．  
 

𝛁 ∙ 𝒒𝒓𝒂𝒅 = 𝛁∫ ∫ 𝐼𝜆𝑑𝛀 
4𝜋

𝑑𝜆
∞

0

= ∫ [4𝜋𝜀𝜆 −∫ 𝜅𝜆𝐼𝜆𝑑𝛀
4𝜋

] 𝑑𝜆
∞

0

, (2.104) 

 

𝛁 ∙ 𝒒𝑏−𝑓 = ∫ [4𝜋𝜀𝜆,𝑏−𝑓 −∫ 𝜅𝜆,𝑏−𝑓𝐼𝜆𝑑𝛀
4𝜋

] 𝑑𝜆
∞

0

, (2.105) 

 
以上 2つの式を用いて流れ場計算におけるエネルギー生成項𝑄𝑟𝑎𝑑を次のように求める． 
 

𝑄𝑟𝑎𝑑,𝑏−𝑏 = 𝛁 ∙ 𝒒𝒓𝒂𝒅 − 𝛁 ∙ 𝒒𝑏−𝑓 , (2.106) 
 

𝑄𝑟𝑎𝑑,𝑏−𝑓 = 𝛁 ∙ 𝒒𝑏−𝑓 . (2.107) 
 
また，衝突輻射モデルの吸収励起遷移で用いられる輻射エネルギー密度𝑢𝜆は次式で表

される． 

𝑢𝜆 =
1

𝑐
∫ 𝐼𝜆𝑑𝛀.
4𝜋

(2.108) 

 
 
 
 
 
 
 
 

2.4 衝突輻射モデルと流体計算の結合方法 
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 表 2.1 で示した衝突輻射モデルで扱う 219 状態全てを, 流体の支配方程式(式(2.21)) 

で直接取り扱うことはできない．これは , 状態数が多いだけでなく , 基底状態と高励起

状態では密度が 10桁以上異なることも多く , 数値誤差により高励起状態の密度が正確

に取り扱えないためである．よって , 本研究では流体の質量保存則は 11の化学種ごと

に解き, 別に化学種ごとの励起状態分布  𝑃 を計算する．𝑃 は次のように書ける．  

𝑃𝑠,𝑖 =
𝜌s,i
𝜌𝑠

=
𝑛𝑠,𝑖
𝑛𝑠
, 

𝜌𝑠 =∑𝜌𝑠,𝑖
𝑖

,  𝑛𝑠 =∑𝑛𝑠,𝑖
𝑖

, (2.109) 

ここで 𝜌, 𝑛 は密度と数密度で , 添え字𝑠, 𝑖  は化学種と励起状態のインデックスである．

化学種ごとの密度𝜌𝑠  と励起状態の密度比率𝑃𝑠,𝑖 の時間更新方法について述べる . 簡単

のため , 流体は一次元とし , 𝑗 セルにおける 𝑘 → 𝑘 + 1  ステップの更新について示す．

まず, 衝突輻射モデルにより𝛥𝑡 秒後の𝑗 セルの化学組成が得られる．  

𝜌𝑠
𝑛(𝑗),𝑃𝑠,𝑖

𝑛 (𝑗) → CR model → 𝜌𝑠
∗(𝑗),𝑃𝑠,𝑖

∗ (𝑗). 

次に , 𝑗 − 1, 𝑗 + 1  セルからの移流を考慮し , 先に𝜌𝑠
𝑛+1(𝑗)  を決定する．ここで ,  𝑓̇(𝑎, 𝑏) 

はセル𝑎, 𝑏 境界での質量流束を示し , 𝑗 → 𝑗 + 1方向を正とする． 

𝜌𝑠
𝑛+1(𝑗) = 𝜌𝑠

∗(𝑗) + (𝑓̇𝑠(𝑗 − 1, 𝑗) − 𝑓̇𝑠(𝑗, 𝑗 + 1)) ∆𝑡, (2.110) 

𝜌𝑠
𝑛+1(𝑗)の決定後，一時的な変数  𝜌𝑠,𝑖

𝑛+1(𝑗) を決定する．  

𝜌𝑠,𝑖
𝑛+1(𝑗) = 𝜌𝑠

∗(𝑗)𝑃𝑠,𝑖
∗ (𝑗) + min(𝑓̇𝑠(𝑗 − 1, 𝑗)∆𝑡, 0) 𝑃𝑠,𝑖

∗ (𝑗)           

          +min (𝑓̇𝑠(𝑗, 𝑗 + 1)∆𝑡, 0)𝑃𝑠,𝑖
∗ (𝑗 + 1) 

          +max (𝑓̇𝑠(𝑗 − 1, 𝑗)∆𝑡, 0)𝑃𝑠,𝑖
∗ (𝑗 − 1) 

        +max(𝑓̇𝑠(𝑗, 𝑗 + 1)∆𝑡, 0) 𝑃𝑠,𝑖
∗ (𝑗). (2.111) 

最後に𝜌𝑠,𝑖
𝑛+1(𝑗)を用いて𝑃𝑠,𝑖

𝑛+1(𝑗)を決定する．  

𝑃𝑠,𝑖
𝑛+1(𝑗) =

𝜌𝑠,𝑖
𝑛+1(𝑗)

∑ 𝜌𝑠,𝑖
𝑛+1(𝑗)𝑖

, (2.112) 

ただし, 𝜌𝑠
𝑛+1(𝑗)が全密度𝜌𝑛+1(𝑗)に対して十分小さい時は , 全て基底状態にあるとみ  

なす．  

𝑃𝑠,𝑖
𝑛+1(𝑗) = 1,  𝑃𝑠,𝑖≠1

𝑛+1 (𝑗) = 0. (2.113) 
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表 2.1 Blottner 粘性係数モデルの係数 [4] 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.2 生成エンタルピー [35] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

化学種 h0 (J/kg) 

O 1.543×107 

N 3.364×107 

NO 2.995×106 

O2 0.0 

N2 0.0 

O+ 9.787×107 

N+ 1.339×108 

NO+ 3.282×107 

O2
+ 3.639×107 

N2
+ 5.372×107 

e− 0.0 
 

    

化学種 As Bs Cs 

O 0.0205 0.4257 -11.5803 

N 0.0120 0.5930 -12.3805 

NO 0.0452 -0.0609 -9.4596 

O2 0.0484 -0.1455 -8.9231 

N2 0.0203 0.4329 -11.8153 

O+ 0.0 2.5 -32.3606 

N+ 0.0 2.5 -32.4285 

NO+ 0.0 2.5 -32.0453 

O2
+ 0.0 2.5 -32.0148 

N2
+ 0.0 2.5 -32.0827 

e− 0.0 2.5 -37.4475 
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表 2.3 振動モードに関する特性温度 [36] 

 
 

 

 

化学種 θvs (K) 

NO 2740 

O2 2273 

N2 3393 

NO+ 3419 

O2
+ 2740 

N2
+ 3175 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.4 電子励起に関する縮退度および特性温度 [36] 
      

化学種 θex1s (K) θex2s (K) g0s g1s g2s 

O 22831 - 9 5 - 

N 27665 - 4 10 - 

O2 11341 18877 3 2 1 

N+ 22036 - 9 5 - 

N2
+ 12970 - 2 4 - 
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表 2.5 反応速度係数に関する定数 [11] 

 
     

反応 M Cf m
3/mole s η θds (K) 

N2 + M ⇄ N + N + M O, N, O+, N+  3.0 × 10
16

 -1.6 113,200 

NO,O2,N2, NO+, O2
+,N2

+    7.0 × 10
15

 -1.60 113,200 

e− 1.2 × 10
19

 -1.6 113,200 

O2 + M ⇄ O + O + M O, N, O+, N+  1.0 × 10
16

 -1.50 59,500 

NO,O2, N2, NO+, O2
+,N2

+ 2.0 × 10
15

 -1.50 59,500 

NO + M ⇄ N + O + M O, N, O+, N+ ,NO,   1.1 × 10
11

 0.00 75,500 

O2, N2, NO+, O2
+, N2

+    5.0 × 10
9

 0.00 75,500 

NO + O ⇄ O2 + N - 8.4 × 10
6

 0.00 19,500 

N2 + O ⇄ NO + N - 6.4 × 10
11

 -1.00 38,400 

N + O ⇄ NO
+ 

+ e− - 8.8 × 10
2

 1.00 31,900 

O + O ⇄ O2
+ 

+ e− - 7.1 × 10
−4

 2.70 80,600 

N + N ⇄ N2
+ 

+ e− - 4.4 × 10
1

 1.50 67,500 

NO
+ 

+ O ⇄ N
+ 

+ O2 - 1.0 × 10
6

 0.50 77,200 

N
+ 

+ N2 ⇄ N2
+ 

+ N - 1.0 × 10
6

 0.50 12,200 

O2
+ 

+ N ⇄ N
+ 

+ O2 - 8.7 × 10
7

 0.14 28,600 

O
+ 

+ NO ⇄ N
+ 

+ O2 - 1.4 × 10
−1

 1.90 26,600 

O2
+ 

+ N2 ⇄ N2
+ 

+ O2 - 9.9 × 10
6

 0.00 40,700 

O2
+ 

+ O ⇄ O
+ 

+ O2 - 4.0 × 10
6

 -0.09 18,000 

NO
+ 

+ N ⇄ O
+ 

+ N2 - 3.4 × 10
7

 -1.08 12,800 

NO
+ 

+ O2 ⇄ O2
+ 

+ NO - 2.4 × 10
7

 0.41 32,600 

NO
+ 

+ O ⇄ O2
+ 

+ N - 7.2 × 10
6

 0.29 48,600 

O
+ 

+ N2 ⇄ N2
++ O - 9.1 × 10

5

 0.36 22,800 

NO
+ 

+ N ⇄ N2
+ 

+ O - 7.2 × 10
7

 0.00 40,500 

O + e− ⇄ O
+ 

+ e− + e− - 3.9 × 10
27

 -3.78 158,500 

N + e− ⇄ N
+ 

+ e− + e− - 2.5 × 10
28

 -3.82 168,600 
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表 2.6 平衡定数に関する係数 [12] 

   

 

      

反応 A1 A2 A3 A4 A5 

N2 + M ⇄ N + N + M 1.540100 15.42160 1.29930 -11.4940 -0.006980 

O2 + M ⇄ O + O + M 0.553880 16.275511 1.776300 -6.57200 0.031450 

NO + M ⇄ N + O + M 0.558890 14.53108 0.553960 -7.53040 -0.014089 

NO + O ⇄ O2 + N 0.004815 -1.744300 -1.22270 -0.95824 -0.050550 

N2 + O ⇄ NO + N 0.976460 0.890430 0.750720 -3.96420 0.007123 

N + O ⇄ NO
+ + e− -0.579240 -7.307900 -1.999900 -3.22940 0.016382 

O + O ⇄ O2
+ + +e− 1.139500 -8.187600 -0.504610 -8.580800 0.041333 

N + N ⇄ N2
+ + +e− -2.422900 -5.047400 -5.072400 -5.696100 -0.042167 

NO
+ + O ⇄ N

+ + O2 -0.906720 1.434000 -2.071400 -6.85920 -0.057110 

N
+ + N2 ⇄ N2

+ + N 1.360710 14.774430 2.726324 -9.879787 0.044408 

O2
+ + N ⇄ N

+ + O2 -2.625200 2.313600 -3.616300 -1.507900 -0.082048 

O
+ + NO ⇄ N

+ + O2 -1.640500 0.830580 -2.995200 -1.379400 -0.079927 

O2
+ + N2 ⇄ N2

+ + O2 -2.581100 2.286300 -5.094600 -2.037800 -0.121920 

O2
+ + O ⇄ O

+ + O2 -0.985020 -0.261250 -1.844000 -1.086600 -0.047674 

NO
+ + N ⇄ O

+ + N2 -0.247650 -0.286990 0.178020 -1.515500 0.015692 

NO
+ + O2 ⇄ O2

+ + NO 1.713900 0.864690 2.767900 -4.393200 0.070493 

NO
+ + O ⇄ O2

+ + N 1.718500 -0.879580 1.544900 -5.401300 0.024936 

O
+ + N2 ⇄ N2

+ + O -1.596200 2.547600 -3.250700 -0.951160 -0.074249 

NO
+ + N ⇄ N2

++ O -1.843800 2.260600 -3.072600 -2.466700 -0.058554 

O + e− ⇄ O
+ + e− + e− 0.708790 7.826511 -0.521690 -16.240000 0.025127 

N + e− ⇄ N
+ + e− + e− -0.931840 10.401511 -2.294600 -16.661000 -0.009269 
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表 2.7 振動緩和時間に関する定数 [11] 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

    

分子化学種 衝突化学種 A B 

NO O 46 20.4 

 N 46 20.4 

 NO 46 20.4 

 O2 46 20.4 

 N2 46 20.4 

O+ 138 22.3 

N+ 138 22.0 

NO+ 161 23.5 

O2
+ 184 23.6 

N2
+ 161 23.4 

O2 O 46 21.1 

 N 69 19.5 

 NO 138 22.5 

 O2 138 22.6 

 N2 138 22.5 

O+ 115 21.5 

N+ 115 21.3 

NO+ 138 22.5 

O2
+ 138 22.6 

N2
+ 138 22.5 

N2 O 69 19.5 

 N 184 23.2 

 NO 230 25.2 

 O2 230 25.2 

 N2 230 25.1 

O+ 184 23.5 

N+ 184 23.2 

NO+ 230 25.2 

O2
+ 230 25.2 

N2
+ 230 25.1 
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表 2.8 解離エネルギー [35] 

  化学種 D̃ s (K) 

NO 75500 

O2 59500 

N2 113200 

NO+ 125900 

O2
+ 77300 

N2
+ 101100 

  
 

 

 

表 2.9 電子-振動緩和の係数[10] 

 

   Tel range (K)  A B C 

3000 - 7000 5.019 -38.625 64.219 

7000 – 20,000 2.448 -18.704 25.640 

    
 

 

 

表 2.10 考慮する原子と分子の電子励起状態数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   Index Species Electronic state representation 

1 → 49 N 2p3  S∗ 
4 , D∗ 

2 , P∗ 
2 , . . . , 2p2( P 

3 )9s  

50 → 95 N+ 2p2  P∗ 
3 , D∗ 

1 , S∗ 
1 , . . . , 2p( P 

2 ∗)6f  

96 → 135 O 2p4  P 
3 , D 

1 , S 
1 , . . . , 2p3( S 

4 ∗)10d  

136 → 184 O+ 2p3  S∗ 
4 , D∗ 

2 , P∗ 
2 , . . . , 2p2( P 

3 )7p  

185 → 194 N2 X1Σ𝑔
+, A3Σ𝑢

+, B3Π𝑔 , C
3Π𝑢 , b

1Π𝑢, b
′1Π𝑢

+ ,  

c3
1Π𝑢, c4

′1Π𝑢
+ , O3

1Πu, e
′1Πu

+  

195 → 198 N2
+ X2Σ𝑔

+, A2Σ𝑢, B
2Σ𝑢

+, C2Σ𝑢
+  

199 → 205 NO X2Π,A2Σ+, B2Π, C2Π,D2Σ+, B′2∆, F2∆  

206 → 210 NO+ X1Σ+, a3Σ+, b3Π,b1Σ−, A1Π  

211 → 215 O2 X3Σ𝑔
−, a1∆𝑔, b1Σ𝑔+, A3Σ𝑢+, B3Σ𝑢−  

216 → 219 O2
+ X2Σ𝑔

−, a4Π𝑢, A
2Σ𝑢 , b

4Σ𝑔
−  
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表 2.11 分子の輻射遷移 

    Species Transition System name References 

N2 B3Π𝑔 → A3Σ𝑢
+  First Positive [37] 

C3Π𝑢 → B3Π𝑔  Second Positive [38] 

b1Π𝑢 → X1Σ𝑔
+  Birge-Hopfield 1 [39] 

b′1Π𝑢
+ → X1Σ𝑔

+  Birge-Hopfield 2 [39] 

c3
1Π𝑢 → X1Σ𝑔

+  Worley-Jenkins [39] 

c4
′1Π𝑢

+ → X1Σ𝑔
+  Carroll-Yoshino [39] 

O3
1Πu → X1Σ𝑔

+  Worley [39] 

e′1Πu
+ → X1Σ𝑔

+  e’-X [39] 

N2
+ A2Σ𝑢 → X2Σ𝑔

+  Meinel [40] 

B2Σ𝑢
+ → X2Σ𝑔

+  First Negative [41] 

C2Σ𝑢
+ → X2Σ𝑔

+  Second Negative [41] 

NO B2Π → X2Π  β [42] 

A2Σ+ → X2Π  γ [43] 

C2Π → X2Π  δ [44] 

D2Σ+ → X2Π  ε [44] 

B′2∆→ X2Π  β’ [44] 

O2 B3Σ𝑢
− → X3Σ𝑔

−  Schumann-Runge [45,46] 

O2
+ A2Σ𝑢 → X2Σ𝑔

−  Second Negative [38] 

 b4Σ𝑔
− → a4Π𝑢  First Negative [47] 
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表 2.12 重粒子衝突励起速度係数に関する定数[32] 

     

反応 M Cf m
3/mole s η θds , K 

N2 (X)+ M ⇄ N2(A) + M N  2.6 × 10
8

 0.507 72,737 

O  3.6 × 10
8

 0.507 72,737 

N2
 7.8 × 10

2

 0.507 72,737 

O2
 4.9 × 10

7

 0.507 72,737 

NO 7.0 × 10
8

 0.507 72,737 

N2 (A)+ M ⇄ N2(B) + M N  3.1 × 10
9

 0.016 19,253 

O  2.9 × 10
9

 0.032 19,253 

N2
 9.9 × 10

9

 -0.777 19,253 

O2
 7.0 × 10

9

 -0.601 19,253 

NO 1.3 × 10
9

 0.388 19,253 

O2 (X)+ M ⇄ O2 (a)+ M N  5.3 × 10
2

 0.500 11,434 

O  1.9 × 10
2

 0.500 11,434 

N2
 1.9 × 10

-2

 0.500 11,434 

O2
 3.9 × 10

0

 0.500 11,434 

NO 7.0 × 10
1

 0.500 11,434 

O2 (a)+ M ⇄ O2 (b)+ M N  2.5 × 10
6

 0.500 7,638 

O  2.5 × 10
6

 0.500 7,638 

N2
 3.2 × 10

3

 0.500 7,638 

O2
 4.8 × 10

2

 0.500 7,638 

NO 4.2 × 10
4

 0.500 7,638 

NO(X) + M ⇄ NO(A) + M N  9.3 × 10
7

 0.496 62,912 

O  9.3 × 10
7

 0.496 62,912 

N2
 1.5 × 10

5

 0.496 62,912 

O2
 1.4× 10

8

 0.496 62,912 

NO 2.1 × 10
8

 0.496 62,912 

NO(B) + M ⇄ NO(X) + M N, O, N2,O2,NO 6.4 × 10
6

 0.500 0.0 

NO(C) + M ⇄ NO(X) + M N, O, N2,O2,NO  7.6 × 10
6

 0.500 0.0 

N2
+ (A)+ M ⇄ N2

+ (X) + M N  3.0 × 10
9

 0.0 0.0 

N2
 1.8 × 10

9

 0.0 0.0 

N2
+ (B)+ M ⇄ N2

+ (A) + M N  6.0 × 10
9

 0.0 0.0 

N2
 3.0 × 10

9

 0.0 0.0 

NO 1.4 × 10
9

 0.0 0.0 
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図 2.1 光線追跡に用いる光線の例 
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第 3 章 

Palumbo 実験供試体周りの 

衝突-輻射励起非平衡計算 

 
 本章では，構築した衝突-輻射励起非平衡計算コードを用いて，Palumbo 実験供試体周り

の流体および輻射計算を行う．まずは Boltzmann 平衡を仮定した励起分布による流体と輻射

計算を行い，励起平衡時の流れ場と輻射スペクトルを示す．続いて励起非平衡計算を行い，

平衡時との比較，および Palumbo 実験との輻射スペクトル比較を行う．また，前期解離によ

る輻射強度への影響も調査する． 

 

3.1 計算条件 

供試体周りの計算格子を図 3.1 に示す．格子点数は 61×61 点であり，衝撃波位置における

温度上昇と壁面温度境界層を正確に捉えるため，衝撃波と壁面に格子を寄せてある．流入境

界は左側の楕円弧であり，主流条件には表 3.1 に示す，先行研究[48]で計算されたノズル流

出境界値を用いる．壁は 600K の等温壁で，非触媒性としている． 

壁面に入射する輻射スペクトルは，図 3.1 に示す赤矢印の方向に積分する．これは Palumbo

実験において観測窓が向いている方向であり，淀み流線より仰角 15°方向から淀み点へ入

射する光線である．アークヒータからの輻射加熱を考慮するため，図 3.1 の黄色網掛けで示

した範囲で，上流方向を向き，対称軸に水平な光線では，輻射輸送計算の境界値として

12000K の黒体輻射を与える． 

 

 

3.2 Boltzmann 平衡計算 

図 3.2 に供試体周りの(a)並進－回転温度，(b)振動－電子励起温度，(c)電子温度の分布図，

図 3.3 に淀み流線上の温度分布を示す．衝撃層内では並進-回転温度と振動-電子励起温度は

非平衡状態にあるが，振動-電子励起温度と電子温度はほぼ平衡となっている．衝撃波背後

では並進-回転温度が急激に上昇し，その後並進-振動緩和により振動-電子励起温度が上昇

するような分布となっており，最高温度は並進-回転温度では 9000K，振動-電子励起温度，
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および電子温度では 6900K に達している．続いて，図 3.4 に淀み流線上のモル分率分布を示

す．主組成は N，N2，O であり，衝撃波背後で NO，NO+，N2
+が急激に増加していることが

分かる． 

このときの輻射スペクトルと強度の波長積分値を，Palumbo 実験値とともに図 3.5 に示す．

波長域 1200～4000Å にかけては 3000Å 付近を除いて，実験値とほぼ同じオーダーの強度が

確認できるが，4000～9000Å では実験値の 1～10%程度の強度となっており，大きく下回っ

ている．また，積分値においても実験の 30%以下の強度となっている．スペクトル概形を構

成する分子バンドを特定するため，図 3.4 のスペクトルをバンドごとに分解し，図 3.6 に示

す．スペクトル概形の内，波長域 1200～1500Å は N2 Birge Hopfield，2000～3500Å は NO γ，

3500～5000Å は N2
+ 1st negative，5000～9000Å は N2 1st positive および N2

+ Meinel であるこ

とが分かる．よって，計算において 4000～9000Å の強度を過小評価している原因は，その

波長域にバンドを持つ N2と N2
+の励起分布にあると考えられる． 

以上より，励起分布に Boltzmann 平衡を仮定した計算では実験値の輻射スペクトルを再現

できないことが分かり，特に N2 と N2
+については励起種の数密度をかなり低く見積もって

しまっていることが考えられる． 

 

 

表 3.1 供試体周り計算の主流条件[48] 

  Density [kg/m3] 7.71×10-5 

Velocity [m/s] 4679 

T [K] 600 

Tv [K] 3827 

Tel [K] 3827 

Mole fraction  

N 4.08×10－1 

O 2.28×10－1 

N2 3.64×10－1 

O2 9.02×10－7 

NO 1.71×10－4 

N+ 6.00×10－5 

O+ 3.05×10－5 

N2
+ 0 

O2
+ 0 

NO+ 0 

e－ 9.05×10－5 
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図 3.1 供試体周り計算格子

 

 

 

 

   (a)並進-回転温度       (b)振動-電子励起温度        (c)電子温度 

 

図 3.2 供試体周りの温度分布図 
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図 3.3 淀み流線上の温度分布 

 

 

 

 

図 3.4 淀み流線上のモル分率分布 
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図 3.5 淀み点輻射スペクトル比較 

 

 

 

 

 

図 3.6 各分子バンドに分解した輻射スペクトル 

 

 

 

 

 

1325 W/m
2
-sr 

357 W/m
2
-sr 
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3.3 励起非平衡計算 

 

3.3.1 流れ場と輻射スペクトル 

図 3.6 に供試体周りの(a)並進-回転温度，(b)振動-電子励起温度，(c)電子温度の分布図を，

図 3.7 に淀み流線上の温度分布を示す．並進-回転温度と振動-電子励起温度は平衡計算時と

ほぼ変わらないが，電子温度については衝撃波前方の上流輻射を入射させている範囲で上

昇が確認でき，入射範囲外でも衝撃波に沿うようにして上昇が見られる．図 3.9 の電子温度

分布図上に示した淀み流線 A，および 𝑦 = 35mm の線 B 上の電子エネルギー変化率の比較

をそれぞれ図 3.9 (a)，(b) に示す．変化率の内訳は粘性，化学反応，輻射吸収の 3 つである．

淀み流線上では衝撃波付近の一部を除く全範囲に渡って，輻射吸収による増加が支配的と

なっている．一方，線 B 上では衝撃波位置で粘性が支配的となり，衝撃波背後では化学反

応が支配的となっている．よって，淀み流線付近の温度上昇は上流輻射を吸収したことによ

るものであり，それより外側の範囲での衝撃波位置における温度上昇は，淀み流線付近のエ

ネルギーが粘性によって伝わったことによるものと考える．図 3.10 に淀み流線上のモル分

率分布を示す．Boltzmann 平衡計算時と比べて，衝撃波背後で N+が約 2 倍に増加しており，

これは上流輻射による光電離の影響であると考える． 

このときの輻射スペクトルと強度の波長積分値を，Boltzmann 平衡計算値，Palumbo 実験

値とともに図 3.11 に示す．積分値としては平衡計算から 7%ほど減少しているが，分布形

状が実験値に近づいている．N2 Birge Hopfield と NO γでは強度変化が見られず，N2
+ 1st 

negative では強度が減少している．5000～9000Åの強度上昇が N2 1st positive と N2
+ Meinel

のどちらによるものか特定するため，図 3.11 をバンドごとに分解したものを図 3.12 に示

す．N2 1st positive がスペクトル概形と重なっていることから，強度上昇は N2によるもので

あると分かる． 

 

3.3.2 非平衡励起分布に遷移過程が及ぼす影響 

 強度変化が見られた N2 1st positive と N2
+ 1st negative では，励起分布が Boltzmann 分布か

ら変化したことが考えられる．励起種の内，N2 1st positive に関わるのは B3Πg，N2
+ 1st negative

に関わるのは B2∑u
+である．これら励起種の増減を調べるため，淀み流線上の並進-回転温

度最高点における励起分布を図 3.13 (a) N2，(b) N2
+，振動-電子励起温度最高点における励起

分布を(c) N2，(d) N2
+，として示す．平衡分布との比較のため，各位置での並進-回転温度，

振動-回転温度における Boltzmann 平衡分布を，それぞれ黒実線と黒破線で示してある．黒

破線は平衡計算時の励起分布に一致する．並進-回転温度最高点において N2では B3Πgが増

加し，並進-回転温度における平衡値に近づいている．N2
+の B2∑u

+は平衡計算値からほとん
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ど変化していない．振動-電子励起温度最高点においても N2のは B3Πgは増加しており，ほ

ぼ並進-回転温度の平衡値に一致している．N2
+の B2∑u

+は平衡計算値から減少している． 

励起分布変化について輻射，自由電子衝突，重粒子衝突の 3 種類の励起非平衡過程がどの

ように作用したのか調べるため，それぞれの過程による励起種の数密度変化率を，合計の数

密度変化率で規格化した値「遷移寄与割合 𝐶rate」を次式で定義する． 

𝐶rate,𝑝𝑟𝑜𝑐 ≡
𝑛̇𝑖,𝑝𝑟𝑜𝑐

𝑛̇𝑖,𝑠𝑢𝑚
, 𝑝𝑟𝑜𝑐 = 𝑟𝑎𝑑, 𝑒𝑙𝑒, ℎ𝑒𝑣, (3.1) 

 

𝑛̇𝑖,𝑠𝑢𝑚 = |𝑛̇𝑖,𝑟𝑎𝑑 | + |𝑛̇𝑖,𝑒𝑙𝑒| + |𝑛̇𝑖,ℎ𝑒𝑣|. (3.2) 

 

この𝐶rateの計算ステップ数分布を図 3.14 に示す．ステップ数 0 は励起非平衡計算開始時を

表す．並進-回転温度最高点における分布が(a) N2 B
3Πg，(b) N2

+ B2∑u
+，振動-電子励起温度

最高点における分布が(c) N2 B
3Πg，(d) N2

+ B2∑u
+である．並進-回転温度最高点において，

N2 B
3Πgでは初めから収束まで重粒子衝突による励起が優位であることが分かる．N2

+ B2∑

u
+では初め，自由電子衝突による脱励起が優位であるが，その後重粒子衝突励起と輻射脱励

起の割合が上昇し，（重粒子）対（輻射+電子）の釣り合いに向かっている．振動-回転温度

最高点において，N2 B
3Πgでは初め重粒子衝突励起が優位であるが，その後自由電子衝突に

よる脱励起が上昇し収束へ向かっている．N2
+ B2∑u

+では初めから収束まで輻射による脱励

起が優位である． 

 以上より，並進-回転温度，および振動-電子励起温度最高点の両方で見られた N2 B
3Πgの

増加には重粒子励起が寄与しており，振動-電子励起温度最高点で見られた N2
+ B2∑u

+の減

少には輻射脱励起，自由電子衝突脱励起が寄与していることが分かった． 

 

3.3.3 輻射の空間分布変化 

 本節では励起非平衡性による放射特性の空間分布変化について調べる．図 3.1 に赤矢印で

示した光線上における放射係数の分布比較を温度分布とともに図 3.15 に示す．分子バンド

ごとに示してあり，それぞれ，(a) N2 Birge-Hopfield，(b) NO γ，(c) N2
+ 1st negative，(d) N2 1st 

positive である．縦軸は光線上の最大値によってそれぞれ規格化してあり，放射係数は対数

表示にしてある．N2 Birge-Hopfield を見ると，非平衡計算時は分布が大きく乱れているもの

の，傾向としては平衡計算時，非平衡計算時ともに振動-電子励起温度と一致している．NO 

γ と N2 1st positive について，平衡計算時は振動-電子励起温度に従う分布となっているが，

非平衡計算時は並進-回転温度に従う分布に変化している．N2
+ 1st negative は平衡計算と非

平衡計算で分布はほぼ変化せず，その分布はどちらの温度にも一致しなかった．以上より，

励起非平衡性によって，NO γ と N2 1st positive の放射係数空間分布を支配する温度が，振動

-電子励起温度から並進-回転温度へと変化することが分かった． 
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   (a)並進-回転温度      (b)振動-電子励起温度       (c)電子温度 

 

図 3.7 供試体周りの温度分布図（励起非平衡計算） 

 

 

 

 

図 3.8 淀み流線上の温度分布（励起非平衡計算） 
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図 3.9 𝑥軸に水平な 2 つの軸上の電子エネルギー生成率比較 

 

 

 

図 3.10 淀み流線上のモル分率分布（励起非平衡計算） 

(a) 淀み流線 A 上 

(b) y=35mm 線B上 
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図 3.11 淀み点輻射スペクトル比較（励起非平衡計算） 

 

 

 

 

 

 

図 3.12 分子バンドごとに分解した輻射スペクトル（励起非平衡計算） 
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     (a) N2（並進-回転温度最高点）       (b) N2
+（並進-回転温度最高点） 

 

 

 

   (c) N2（振動-電子励起温度最高点）     (b) N2
+（振動-電子励起温度最高点） 

 

 

図 3.13 各温度最高点における非平衡電子励起分布 
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    (a) N2（並進-回転温度最高点）       (b) N2
+（並進-回転温度最高点） 

 

 

 

 

   (c) N2（振動-電子励起温度最高点）     (b) N2
+（振動-電子励起温度最高点） 

 

 

図 3.14 各温度最高点における遷移寄与割合のステップ数分布 
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           (a) N2 Birge-Hopfield                                  (b) NO γ 

 

 

 

             (c) N2
+ 1st negative                                (d) N2 1st positive 

 

 

図 3.15 各分子バンドの光線上放射係数分布 
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3.4 前期解離を考慮した計算 
前節にて電子励起非平衡計算を行ったが，Palumbo 実験の輻射スペクトル再現には至らな

かった．主な要因は，N2 1st positive の強度が低い，つまり N2 の励起種 B3Πgを少なく見積

もってしまっていることである．この B3Πgを増加させる物理過程として前期解離の逆反応

がある．本来，選択律より，B3Πgが解離して N 原子となることはないが，衝突や項間交差

により高振動状態（v ≥ 12）にある B3Πgが A’5Σg
+に無放射遷移すると，A’5Σg

+の解離エネ

ルギーを上回った状態で遷移するため，解離が起こる．つまり，A’5Σg
+を介することで N2 

B3Πg からＮ原子への解離が可能となる．これが前期解離である．前期解離の逆過程を考慮

することで B3Πg の増加が見込め，実際それを考慮することで，Laux らはプラズマトーチ

の非平衡領域における N2 1st positive スペクトルの再現に成功している[49]．本節ではこの

前期解離を考慮した計算を行い，N2 1st positive の強度への影響を調査する． 

 

3.4.1 前期解離の反応速度定数 

 前期解離の反応速度定数には Geisen らの速度定数を採用する[50]．表 3.2 に振動状態12 ≤

𝑣 ≤ 18における速度定数を示す．各振動状態 𝑣，および回転状態 𝐽 における速度定数 𝛾(𝑣, 𝐽) 

は次式で求められる． 

𝛾(𝑣, 𝐽) = 𝛾1(𝑣) + max[𝛾2(𝑣)𝐽(𝐽 + 1),  𝛾2
max(𝑣)] , (3.3) 

 

各振動状態について回転平均を取ったものを順反応速度定数 𝑘𝑓,𝑣とする． 

 

 𝑘𝑓,𝑣
pred

=
1

𝑄𝑟
𝑁2 ,𝐵,𝑣(𝑇)

∑ (2𝐽 + 1) exp [−
ℎ𝑐ℱ𝑣(𝐽)

𝑘𝑇
]𝛾(𝑣, 𝐽)

𝐽≥𝐽min 

. (3.4) 

 

ここで 𝑄𝑟 の上付き添え字𝑁2 , 𝐵, 𝑣 は，N2 B
3Πgの振動状態 𝑣 についてのみ和を取った回転

分配関数であることを表す． 𝑣 = 12 については 𝐽min = 32，それ以外については 0 である．

逆反応速度定数 𝑘𝑏,𝑣
pred

は反応平衡時のつり合いから求める． 

 

𝑛𝑁2 ,𝐵,𝑣𝑘𝑓,𝑣
pred

= 𝑛𝑁
2𝑘𝑏,𝑣

pred
, (3.5) 

 

𝑘𝑏,𝑣
pred

=
𝑛𝑁2 ,𝐵,𝑣

𝑛𝑁
2 ∙ 𝑘𝑓,𝑣

pred
, (3.6) 

 

数密度比 𝑛𝑁2 ,𝐵,𝑣 𝑛𝑁
2⁄  は次式で求める． 

𝑛𝑁2 ,𝐵,𝑣

𝑛𝑁
2 =

𝑛𝑁2
𝑛𝑁
2 ∙

𝑔𝑣 exp [−
ℎ𝑐
𝑘
(
𝒯N2,𝐵
𝑇 +

𝐺𝑣
𝑇𝑣
)]

𝑄𝑒𝑣

          =
1

𝐾𝑒𝑞(𝑇𝑣)
∙
𝑔𝑣 exp [−

ℎ𝑐
𝑘
(
𝒯N2,𝐵
𝑇 +

𝐺𝑣
𝑇𝑣
)]

𝑄𝑒𝑣
(3.7)

 

 

ここで，B3Πg の電子励起状態は 3.3.3 項より，並進-回転温度に従うことから電子励起分配

関数の温度には並進-回転温度を用い，振動励起分配関数の温度には振動-電子励起温度を用

いた．また，平衡定数は 2 章で述べた N2解離反応の平衡定位数を用い，温度には振動-電子

励起温度を用いた．以上の反応速度定数を CR レート計算に組み込むことで，B3Πg の前期

解離過程，および振動励起分布を計算した． 



 

 

 

44 

 

 

 

 

3.4.2 前期解離による N2 1st positive の強度変化 

 前期解離を考慮して計算を行ったときの輻射スペクトルを図 3.16 に示す．考慮していな

いときと比べ，N2 1st positiveの強度が大きく上昇しており，5000～5700Åの範囲ではPalumbo

実験値を最大 10 倍ほど上回っていることが分かる．波長積分値においても Palumbo 実験値

の 45%近くまで上昇している．このとき，並進-回転温度最高点における N2 の電子励起分

布，および振動励起分布を 図 3.17 (a)，(b)にそれぞれ示す．電子励起分布からは B3Πgが増

加し，並進-回転温度における Boltzmann 平衡値よりも多くなっていることが分かる．振動

励起分布では前期解離により 12 ≤ 𝑣 ≤ 18 において増加が見られる．よって，N2 1st positive

の強度上昇には，B3Πg の増加だけでなく，高振動励起準位の増加も寄与していることが分

かる．以上のことから，Palumbo 実験値再現のためには電子励起非平衡性だけでなく，振動

励起非平衡性も考慮する必要がある． 

 

3.4.3 前期解離による N2 1st positive 放射の空間分布変化 

 3.3.3 項同様に放射特性の空間分布変化を調べる．図 3.18 に光線上の N2 1st positive 放射係

数と温度の分布を示す．前期解離がないときと比べ，放射係数最大位置が上流側に移動して

いる．最大値が周りの値に比べ，より突出するような分布となっている．温度分布と見比べ

てみると，放射係数最大位置では並進-回転温度が最高点に近く，かつ振動-電子励起温度が

低い．これは振動-電子励起温度が低いまま，並進-回転温度が急激に上昇にすることにより

N 原子の衝突が活発となり，前期解離の逆過程が促進されたためだと考えられる．また，最

大位置直後の急激な減少は振動-電子励起温度の上昇とともに起こっていることが確認でき，

これは前期解離が促進されたためであると考える．よって，振動-電子励起温度上昇の遅れ

を考慮する Park の緩和時間修正による，遅れ時間の度合いで前期解離逆過程が支配的とな

る領域の幅が変化しうることが考えられる． 

 

  

 

 

 

 

表 3.2 前期解離の速度定数[50] 

    𝑣 𝛾1, s
−1 𝛾2, s

−1 𝛾2
max , s−1 

12 2.6×108 1.2×105 5.1×107 

13 2.6×108 1.2×105 5.1×107 

14 1.6×108 5.4×104 2.5×107 

15 1.1×108 3.2×104 1.5×107 

16 2.5×107 8.9×103 4.3×106 

17 7×106 5.1×102 2.5×105 

18 4×106 1.5×103 7.5×105 
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図 3.16 輻射スペクトル比較（前期解離考慮時） 

 

 

 

 

 

 
       (a) 電子励起分布               (b) 振動励起分布 

 

図 3.17 並進-回転温度最高点における励起分布 
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図 3.18 光線上の N2 1st positive 放射係数分布 
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第 4 章 

結言 

 
 本研究では，Palumbo の実験で観測された異常輻射加熱の再現を目指して，流体と衝突輻

射モデルおよび輻射輸送の結合計算コードの構築し，Palumbo 実験の供試体周り流れ場につ

いて Boltzmann 平衡計算と電子励起非平衡計算を行った． 

 Boltzmann 平衡計算では淀み点入射スペクトルの強度が，波長域 4000～9000Å において

Palumbo 実験値を大きく下回り，波長積分値としても実験値の 27%ほどであった．一方，電

子励起非平衡計算により，流れ場では衝撃波より上流において，上流輻射による電子温度の

上昇を確認した．淀み点入射スペクトルについては，波長積分値は減少したものの，N2 B
3

Πgの増加，N2
+ B2∑u

+の減少により，N2 1st positive バンドの強度が上昇，N2
+ 1st negative バ

ンドの強度が低下し，強度分布が Palumbo 実験値に近づいた．遷移過程の内，N2 B
3Πgの増

加には重粒子衝突励起が，N2
+ B2∑u

+の減少には輻射脱励起が寄与していることが分かった．

放射係数の空間分布にも変化が見られ，特に N2 1st positive と NO γ については分布を決定

する温度が，振動-電子励起温度から並進-回転温度へと移り変わりを見せた． 

 N2の前期解離を考慮した計算では N2 1st positive バンドが大きく上昇し，5000～5700Å の

波長域では Palumbo 実験値を上回る強度となった．波長積分値は Boltzmann 平衡計算値と

比べ，62%増加したが，Palumbo 実験値と比べると 44%であり強度再現には至らなかった．

放射係数の分布も電子励起非平衡計算からさらに変化し，衝撃波直後の並進-回転温度最高

点付近で突出した最大値を取るような分布となった．これは，並進-回転温度が高く，かつ

振動-電子励起温度が低いごく僅かな範囲で，前期解離の逆過程が強く促進されたことによ

るものである．よって，Park 修正のような振動-電子励起温度の遅れを考慮するモデルの違

いにより，前期解離逆過程が支配的となる領域に変化が見られることが予想される． 

 Palumbo 実験値再現のために残された課題として， 

◆ スペクトル概形に関与する励起種を含む重粒子衝突反応の追加 

◆ 分子の振動励起非平衡性を扱うためのコード拡張 

の 2 点が挙げられる．今回，バンド強度の変化が見られた N2と N2
+

 について重粒子衝突は

いずれも励起側に働いていたことから，さらに反応を追加することで，現在強度が実験値を

下回っている波長域について強度の上昇が起こることが期待される．また，前期解離の考慮

によって，実験値との差が特に大きかったN2 1st positiveでの強度上昇が見られたことから，

振動状態について励起非平衡性を考慮することで実験値再現につながる可能性が高いと考

える． 

 本研究において構築した流体・衝突-輻射モデル・輻射輸送の結合計算コードは流れ場で

起こる遷移過程を全て網羅しているため，原子や分子のミクロな状態変化を捉え，それが流

れ場というマクロな場にどのように現れるかということを厳密に計算することができる．

よって，極超音速流れ場の計算は勿論のこと，反応定数などのデータさえ用意できれば，宇

宙物理やレーザ励起の問題にも活用することが可能である．以上のようなコードを構築し

たことで，本研究室におけるこれからの研究分野の幅を広げることに貢献できたと考える． 
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